
岐 阜 県 に お け る 特 定 建 設 資 材 に 係 る

分 別 解 体 等 及 び 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物

の 再 資 源 化 等 の 促 進 等 の 実 施 に 関 す

る 指 針 （ 建 設 リ サ イ ク ル 法 の 実 施 に

係 る 岐 阜 県 指 針 ）

岐 阜 県



目 次

Ⅰ 特 定 建 設 資 材 に 係 る 分 別 解 体 等 及 び 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資

源 化 等 の 方 向 ㌻

１ 地 域 の 特 性 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １

（ １ ） 自 然 環 境 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １

（ ２ ） 経 済 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２

（ ３ ） 社 会 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ５

２ 建 築 物 等 の 現 状 及 び 建 築 物 等 の 解 体 工 事 等 の 状 況 ・ ・ ・ ・ ・ ７

（ １ ） 建 築 物 の 現 状 及 び 解 体 工 事 等 の 状 況 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ７

（ ２ ） 土 木 工 作 物 の 現 状 及 び 解 体 工 事 等 の 状 況 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ２

（ ３ ） 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量 の 見 込 み ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ６

（ ４ ） 再 資 源 化 施 設 の 立 地 状 況 及 び 稼 働 状 況 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２ ２

（ ５ ） 最 終 処 分 場 の 立 地 状 況 及 び 残 存 容 量 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２ ３

（ ６ ） 地 域 の 実 情 に 応 じ た 分 別 解 体 等 及 び 再 資 源 化 等 の 方 向 ・ ・ ２ ４

（ ７ ） 条 例 に よ り 定 め る 建 設 工 事 の 規 模 に 関 す る 基 準 の 考 え 方 ・ ２ ６

（ ８ ） 条 例 に よ り 定 め る 距 離 に 関 す る 基 準 の 考 え 方 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２ ９

Ⅱ 建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 抑 制 の た め の 方 策

１ 地 域 の 社 会 経 済 情 勢 等 を 踏 ま え た 関 係 者 の 役 割 分 担 の あ り 方 ３ １

（ １ ） 基 本 的 な あ り 方 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ １

（ ２ ） 関 係 者 の 役 割 分 担 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ １

２ 排 出 抑 制 に 特 に 配 慮 す べ き 地 域 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ２

Ⅲ 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 促 進 の た め の 方 策

１ 地 域 の 状 況 を 踏 ま え た 再 資 源 化 等 の 目 標 等 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ３

（ １ ） 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 目 標 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ３

（ ２ ） 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 方 向 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ３

（ ３ ） そ の 他 の 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 方 向 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ４

（ ４ ） 建 設 資 材 廃 棄 物 の 適 正 な 処 理 の 方 向 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ５

２ 再 資 源 化 施 設 の 立 地 を 特 に 促 進 す べ き 地 域 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ６

Ⅳ 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 の 利 用 の 促 進 の た め の 方 策

１ 基 本 的 な 考 え 方 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ７

２ 関 係 者 の 役 割 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ７

３ 公 共 工 事 に お け る 利 用 の 目 標 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ７

４ 地 域 の 産 業 に お け る 利 用 の 方 向 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ８

Ⅴ 分 別 解 体 等 、 再 資 源 化 等 及 び 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 の 利 用

の 意 義 に 関 す る 知 識 の 普 及

１ 地 域 で の 学 校 ・ 社 会 教 育 に お け る 普 及 方 法 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ９

２ 地 域 で の 広 報 ・ 啓 発 活 動 に 関 す る 方 策 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ９



- 1 -

Ⅰ 特 定 建 設 資 材 に 係 る 分 別 解 体 等 及 び 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 方 向

１ 地 域 の 特 性

（ １ ） 自 然 環 境

本 県 は 、 日 本 列 島 の ほ ぼ 中 央 に 位 置 し て お り 、 内 陸 県 で 周 り を ７ 県 に

接 し て い る 海 無 し 県 で あ る 。 山 岳 地 帯 の 「 飛 騨 地 方 」 と 平 野 部 の 「 美 濃

地 方 」 と は 対 照 的 な 自 然 と 異 な る 風 土 を 育 ん で お り 、 古 く か ら 「 飛 騨 の

山 、 美 濃 の 水 」 と い う 意 味 で 「 飛 山 濃 水 」 の 地 と 言 わ れ て い る 。

東 部 県 境 に は 、 海 抜 3 0 0 0 ｍ を 超 す 山 々 を 連 ね た 飛 騨 山 脈 や 乗 鞍 岳 、 御

嶽 山 が あ る 。 西 部 県 境 に は 、 海 抜 2 0 0 0 ｍ 内 外 の 両 白 山 地 等 が あ り 、 こ れ

ら の 山 地 の 間 に 飛 騨 高 地 が あ る 。

南 部 は 、 木 曽 川 、 長 良 川 、 揖 斐 川 の 木 曽 三 川 を 中 心 に 多 く の 清 流 が 広

大 な 濃 尾 平 野 に 流 れ て お り 、 海 抜 ０ ｍ 地 帯 を 抱 え る 水 郷 地 帯 に 及 ん で い

る。

本 県 の 面 積 は １ 万 5 9 6 k と 国 土 の 2 . 8 ％ を 占 め 、 全 国 第 ７ 位 の 広 さ と㎡

な っ て お り 、 こ の う ち 高 度 1 0 0 0 ｍ 以 上 の 高 地 が ４ 分 の １ を 占 め て い る 。

ま た 、 森 林 面 積 は 県 土 の 8 1 . 9 ％ （ 全 国 第 ２ 位 ） を 占 め て お り 、 豊 か な 自

然 に 恵 ま れ て い る 。 一 方 、 可 住 地 面 積 は 県 土 の 1 9 . 6 ％ （ 全 国 第 4 5 位 ） で

あ り 土 地 利 用 の 制 約 は 大 き く な っ て い る 。

表 １ － １ － １ 本 県 の 地 勢

指 標 名 指 標 値 順 位 資 料

全国都道府県市区町村別面積調総 面 積 (k ) 10,595.75 ７㎡

森 林 面 積 率 (％ ) 81.9 ２ 林 業 統 計 要 覧

可 住 地 面 積 率 (％ ) 19.6 4 5 総 務 省 統 計 局 推 計

高 度 1 0 0 0 ｍ 以 上 面 積 率 ( ％ ) 25.4 ５ 国 土 数 値 情 報

高 度 1 0 0 ｍ 未 満 面 積 率 (％ ) 9.8 4 3

表 １ － １ － ２ 圏 域 別 の 状 況

（ 単 位 ； k ）㎡

区 分 総 面 積 森 林 面 積 可 住 地 面 積 資 料

全国都道府県市区町村岐 阜 圏 域 992.55 588.50 403.45

別面積調西 濃 圏 域 1,430.99 997.61 430.77

県森林課「岐阜県森林中 濃 圏 域 2,454.91 2,028.43 419.42

・林業統計書」東 濃 圏 域 1,538.26 1,173.08 354.52

飛 騨 圏 域 4,181.26 3,882.18 470.46 総 務 省 統 計 局 推 計

上 記 の 起 伏 に 富 ん だ 地 形 が 本 県 の 気 候 を 特 徴 づ け 、 美 濃 か ら 西 南 濃 地

域 は 年 平 均 気 温 1 5 . 1 度 （ 岐 阜 市 ） と 温 暖 な 地 域 に あ り 、 奥 美 濃 か ら 中 濃

・ 東 濃 地 域 は 準 高 冷 地 、 飛 騨 地 域 は 年 平 均 気 温 1 0 . 4 度 （ 高 山 市 ） と 寒 冷

で 内 陸 的 性 格 が 強 く な っ て い る 。 ま た 、 年 間 の 降 水 量 は 、 概 ね 1 7 0 0 m m ～

3 3 0 0 m m の 範 囲 内 に あ る 。

こ う し た 複 雑 な 地 形 と 気 候 の 影 響 を 受 け 、 貴 重 な 植 物 が 繁 茂 し 、 植 物

相 も ９ つ の 型 に 分 類 さ れ る な ど 豊 か な 植 生 と な っ て い る 。

ま た 、 森 林 な ど の 生 息 環 境 に 恵 ま れ て い る こ と か ら 、 本 州 各 地 に 共 通

す る 温 帯 の 鳥 獣 、 昆 虫 類 、 淡 水 魚 類 を 豊 か に 認 め る こ と が で き 、 特 に 、

カ モ シ カ 、 ツ キ ノ ワ グ マ 、 シ カ 、 イ ノ シ シ と い っ た 大 型 の 獣 類 が 広 範 囲

で 生 息 し て い る こ と は 、 本 県 の 自 然 環 境 の 豊 か さ の あ か し で も あ る 。
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（ ２ ） 経 済

ア 県 内 総 生 産

平 成 1 0 年 度 の 県 内 総 生 産 額 は ７ 兆 3 0 7 8 億 円 で 、 経 済 成 長 率 は 名 目 0 . 0

％ 増 、 実 質 0 . 9 ％ 減 と 、 実 質 で は 、 過 去 最 低 の 伸 び を 記 録 し た 平 成 ９ 年

度 （ 2 . 4 ％ 減 ） に 続 き 、 ２ 年 連 続 の マ イ ナ ス 成 長 と な っ た 。

産 業 別 に み る と 、 主 要 産 業 で あ る 製 造 業 が 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 や 金

属 製 品 製 造 業 の 落 ち 込 み に よ り 3 . 6 ％ 減 と な っ た こ と な ど か ら 、 第 ２ 次

産 業 で 2 . 9 ％ 減 少 し た 。 ま た 、 卸 売 ・ 小 売 業 も 、 個 人 消 費 が 引 き 続 き 低

調 に 推 移 し た こ と な ど か ら 2 . 5 ％ 減 と な っ た 。 一 方 、 情 報 サ ー ビ ス 業 を

始 め と す る 対 事 業 所 サ ー ビ ス が 高 め の 伸 び を 示 し た た め 、 サ ー ビ ス 業 は

3 . 4 ％ 増 と な り 、 第 ３ 次 産 業 は 1 . 4 ％ 増 と な っ た 。

県 内 総 生 産 を 産 業 構 成 別 に み る と 、 製 造 業 の 構 成 比 が 最 も 大 き く 2 6 . 8

％ 、 次 い で サ ー ビ ス 業 1 6 . 0 ％ 、 卸 売 ・ 小 売 業 1 3 . 1 ％ と な っ て い る 。

産 業 構 造 を 全 国 と 比 較 し て み る と 、 本 県 は 第 ２ 次 産 業 の 構 成 比 が 高 く 、

中 で も 製 造 業 に 特 化 し た 構 造 と な っ て い る 。 一 方 、 サ ー ビ ス 業 の 構 成 比

が 低 い こ と な ど か ら 、 第 ３ 次 産 業 の 構 成 比 は 低 く な っ て い る 。

表 １ － ２ 経 済 活 動 別 県 内 総 生 産

【 実 額 】 （ 単 位 ： 億 円 ）

６ 年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度

第 １ 次 産 業 1,183.0 1,132.3 1,113.5 1,022.4 989.1

第 ２ 次 産 業 27,210.9 27,620.1 28,424.4 27,212.9 26,410.5

第 ３ 次 産 業 43,575.7 44,744.5 47,181.8 47,725.7 48,399.7

( ) 2,335.0 2,525.0 2,758.8 2,894.1 2,721.8控 除 帰 属 利 子 等

県 内 総 生 産 69,634.6 70,971.9 73,961.0 73,066.9 73,077.5

【 対 前 年 度 増 加 率 】 （ 単 位 ： ％ ）

６ 年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度

第 １ 次 産 業 6.7 △ 4 . 3 △ 1 . 7 △ 8 . 2 △ 3 . 3

第 ２ 次 産 業 △ 2 . 8 1. 5 2 . 9 △ 4 . 3 △ 2 . 9

第 ３ 次 産 業 2.0 2. 7 5 . 4 1 . 2 1.4

( ) 20.8 8 . 1 9 . 3 4 . 9 △ 6 . 0控 除 帰 属 利 子 等

県 内 総 生 産 △ 0 . 4 1. 9 4 . 2 △ 1 . 2 0.0

【 構 成 比 】 （ 単 位 ： ％ ）

６ 年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度

第 １ 次 産 業 1.7 1. 6 1 . 5 1 . 4 1.4

第 ２ 次 産 業 39.1 38.9 38.4 37.2 36.1

第 ３ 次 産 業 62.6 63.1 63.8 65.3 66.2

( ) 3 . 4 3 . 6 3 . 7 3 . 9 3.7控 除 帰 属 利 子 等

県 内 総 生 産 100.0 1 0 0 . 0 1 0 0 . 0 1 0 0 . 0 100.0

注）第１次産業：農業、林業、水産業

第２次産業：鉱業、製造業、建設業

第３次産業：上記以外の産業等

資料）県統計調査課「岐阜県の県民経済計算結果」
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イ 県 民 所 得

平 成 1 0 年 度 中 に 、 生 産 活 動 に 対 し て 、 生 産 要 素 （ 土 地 、 労 働 、 資 本

等 ） を 提 供 し た 県 内 居 住 者 （ 家 計 、 企 業 、 政 府 等 ） が 、 そ の 対 価 と し て

受 け 取 っ た 所 得 の 総 額 で あ る 県 民 所 得 は ６ 兆 2 0 0 5 億 円 で 、 3 . 1 ％ 減 と 過

去 最 大 の 減 少 幅 と な っ た 。

県 民 所 得 を 県 の 総 人 口 で 除 し て 算 出 さ れ る １ 人 当 た り の 県 民 所 得 は

2 9 3 万 １ 千 円 で 、 3 . 3 ％ の 減 少 と な り 、 １ 人 当 た り の 国 民 所 得 に 対 す る

割 合 で は 9 7 . 7 ％ と な っ て い る 。

表 １ － ３ 県 民 所 得 （ 分 配 ）

【実 額 】 （ 単 位 ： 億 円 ）

６ 年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度

雇 用 者 所 得 41,657.0 42,676.3 43,542.4 44,178.4 43,818.4

財 産 所 得 6,361.5 5,417.1 4,453.1 4,280.1 4,047.6

企 業 所 得 13,209.0 13,590.6 16,009.9 15,543.5 14,138.7

県 民 所 得 61,227.5 61,683.9 64,005.5 62,002.5 62,004.7

【 対 前 年 度 増 加 率 】 （ 単 位 ： ％ ）

６ 年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度

雇 用 者 所 得 2.5 2. 4 2 . 0 1 . 5 △ 0 . 8

財 産 所 得 △ 9 . 6 △ 1 4 . 8 △ 1 7 . 8 △ 3 . 9 △ 5 . 4

企 業 所 得 △ 2 . 5 2. 9 17.8 △ 2 . 9 △ 9 . 0

県 民 所 得 0.0 0. 7 3 . 8 0 . 0 △ 3 . 1

【 構 成 比 】 （ 単 位 ： ％ ）

６ 年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度

雇 用 者 所 得 68.0 69.2 68.0 69.0 70.7

財 産 所 得 10.4 8 . 8 7 . 0 6 . 7 6.5

企 業 所 得 21.6 22.0 25.0 24.3 22.8

県 民 所 得 100.0 1 0 0 . 0 1 0 0 . 0 1 0 0 . 0 100.0

資料）県統計調査課「岐阜県の県民経済計算結果」
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ウ 県 内 総 支 出

平 成 1 0 年 度 中 に 生 み 出 さ れ た 付 加 価 値 が ど の よ う に 使 わ れ た か を 推 計

す る 県 内 総 支 出 （ 実 質 ） は ７ 兆 1 7 0 9 億 円 で 、 2 . 8 ％ 減 と 大 幅 に 減 少 し た 。

こ れ は 、 そ の 約 ５ 割 を 占 め る 民 間 最 終 消 費 支 出 が 実 質 で ９ 年 度 に 引 き 続

き 減 少 し た こ と が 大 き い 。 し か し 、 県 内 総 資 本 形 成 は 民 間 投 資 の 増 加 に

よ り 対 前 年 度 で 増 加 に 転 じ た 。

表 １ － ４ 県 内 総 支 出 （ 実 質 ）

【 実 額 】 （ 単 位 ： 億 円 ）

６ 年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度

民 間 最 終 消 費 支 出 36,400.2 37,171.5 38,391.9 37,109.4 36,953.6

政 府 最 終 消 費 支 出 6,369.4 6,512.1 6,722.7 6,883.9 7,069.2

県 内 総 資 本 形 成 20,767.0 20,856.1 22,839.3 21,332.6 22,073.7

･ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 6,752.8 6,592.5 6,722.4 8,419.1 5,612.4財 貨 の 移 出 入

県 内 総 支 出 70,289.4 71,132.2 74,676.3 73,745.0 71,708.9

【 対 前 年 度 増 加 率 】 （ 単 位 ： ％ ）

６ 年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度

民 間 最 終 消 費 支 出 1.2 2. 1 3 . 3 △ 3 . 3 △ 0 . 4

政 府 最 終 消 費 支 出 4.3 2. 2 3 . 2 2 . 4 2.7

県 内 総 資 本 形 成 5.6 0. 4 9 . 5 △ 6 . 6 3.5

･ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ △ 1 8 . 4 △ 2 . 4 2 . 0 25.2 △ 3 3 . 3財 貨 の 移 出 入

県 内 総 支 出 0.4 1. 2 5 . 0 △ 1 . 2 △ 2 . 8

【 構 成 率 】 （ 単 位 ： ％ ）

６ 年 度 ７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 1 0 年 度

民 間 最 終 消 費 支 出 51.8 52.3 51.4 50.3 51.5

政 府 最 終 消 費 支 出 9.1 9. 1 9 . 0 9 . 4 9.9

県 内 総 資 本 形 成 29.5 29.3 30.6 28.9 30.8

･ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 9 . 6 9 . 3 9 . 0 11.4 7.8財 貨 の 移 出 入

県 内 総 支 出 100.0 1 0 0 . 0 1 0 0 . 0 1 0 0 . 0 100.0

資料）県統計調査課「岐阜県の県民経済計算結果」
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（ ３ ） 社 会

ア 人 口

平 成 1 2 年 1 0 月 １ 日 現 在 の 本 県 の 人 口 （ 平 成 1 2 年 国 勢 調 査 ） は 、 2 1 0 万

7 6 8 7人（男 1 0 2万 2 1 3 9人、女 1 0 8 万 5 5 4 8 人 ） で 、 全 国 の 1 . 7 ％ を 占 め 、

全 国 第 1 8 位 で あ る 。

前 回 国 勢 調 査 の 平 成 ７ 年 （ 2 1 0 万 3 1 5 人 ） に 比 べ 7 3 7 2 人 、 0 . 4 ％ の 増 加

と な っ た 。 な お 、 こ の 増 加 率 は 過 去 最 低 で あ る 。

ま た 、 市 町 村 別 に 人 口 増 減 （ 平 成 ７ ～ 1 2 年 ） を み る と 、 9 9 市 町 村 の う

ち 6 1 市 町 村 が 減 少 し て お り 、 平 成 ２ ～ ７ （ 減 少 市 町 村 数 ： 5 1 ） よ り そ の

数 は 増 加 し て い る 。

平 成 1 2 年 1 0 月 １ 日 現 在 の 本 県 の 総 世 帯 数 は 、 6 8 万 1 8 0 世 帯 で 、 平 成 ７

年 に 比 べ ３ 万 4 8 3 9 世 帯 、 5 . 4 ％ の 増 加 と な っ た 。

ま た 、 １ 世 帯 当 た り 人 員 は 3 . 1 0 人 で 、 全 国 （ 2 . 7 0 人 ） よ り 多 く な っ て

い る が 、 平 成 ７ 年 （ 3 . 2 5 人 ） を 0 . 1 5 人 下 回 っ て お り 、 世 帯 規 模 の 縮 小 が

続 い て い る 。

地 域 （ 広 域 市 町 村 圏 ） 別 に １ 世 帯 当 た り 人 員 を み る と 、 揖 斐 地 域

（ 3 . 5 3 人 ） 、 郡 上 地 域 （ 3 . 3 4 人 ） が 多 く 、 逆 に 岐 阜 地 域 （ 2 . 9 2 人 ） 、 飛

騨 地 域 （ 3 . 0 8 人 ） で 少 な く な っ て い る 。

岐 阜 県 人 口 動 態 統 計 調 査 に よ る 平 成 1 2 年 （ 平 成 1 1 年 1 0 月 １ 日 ～ 平 成 1 2

年 ９ 月 3 0 日 ） の 出 生 数 は ２ 万 5 3 6 人 （ 出 生 率 0 . 9 7 ％ ） 、 死 亡 数 は １ 万

6 7 0 2 人 （ 死 亡 率 0 . 7 9 ％ ） で 、 自 然 増 加 数 は 3 3 8 4 人 （ 自 然 増 加 率 0 . 1 8 ％ ）

と な っ た 。

出 生 率 は 、 昭 和 4 8 年 の 第 ２ 次 ベ ビ ー ブ ー ム の ピ ー ク 時 の ほ ぼ 半 分 ま で

低 下 し て い る が 、 近 年 は ほ ぼ 横 ば い と な っ て い る 。 ま た 、 死 亡 率 も や や

増 加 傾 向 に あ る も の の 、 ほ ぼ 横 ば い と な っ て い る 。

平 成 1 1 年 1 0 月 １ 日 か ら 平 成 1 2 年 ９ 月 3 0 日 ま で の １ 年 間 の 転 入 者 数 は ９

万 4 0 3 人 、 転 出 者 数 は ８ 万 8 8 5 3 人 で あ っ た 。 こ の う ち 、 県 外 か ら 本 県 へ

の 転 入 者 数 は ４ 万 8 4 8 2 人 、 本 県 か ら 県 外 へ の 転 出 者 数 は ４ 万 6 9 3 2 人 で 、

差 し 引 き 1 5 5 0 人 の 社 会 増 加 と な り 、 ３ 年 ぶ り の 転 入 超 過 と な っ た 。

移 動 理 由 別 に 転 入 転 出 差 を み る と 、 住 宅 事 情 が 2 0 0 4 人 の 転 入 超 過 と な

っ て い る が 、 平 成 ２ 年 を ピ ー ク に 一 貫 し て 減 少 し て い る 。 一 方 、 転 出 超

過 と な っ て い る の は 職 業 上 （ 2 4 1 6 人 ） 、 学 業 上 （ 1 6 1 8 人 ） 、 結 婚 ・ 離 婚

・ 縁 組 （ 1 5 5 1 人 ） な ど で あ る 。

表 １ － ５ 人 口 ・ 世 帯

（ 単 位 ： 人 、 世 帯 、 ％ ）

区 分 人 口 総 世 帯 数 老 年 人 口 割 合人 口 増 減 率 平 均 世 帯 数

県 計 2,107,687 0.35 6 8 0 , 1 8 0 3.10 1 7 . 5

岐 阜 圏 域 794,689 0.30 2 7 2 , 1 2 3 2.92 1 5 . 5

西 濃 圏 域 393,636 0.09 1 1 9 , 3 7 0 3.30 1 7 . 2

中 濃 圏 域 388,106 1.64 1 2 0 , 8 9 2 3.21 1 8 . 6

東 濃 圏 域 361,557 △ 0 . 1 4 1 1 2 , 9 9 7 3.20 1 8 . 8

飛 騨 圏 域 169,699 △ 0 . 6 7 54,798 3.10 2 2 . 5

全 国 126919288 1.07 47030954 2.70 1 6 . 7

資料）総務省「国勢調査」、県統計調査課「岐阜県人口動態統計調査」
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イ 人 口 密 度

平 成 1 2 年 1 0 月 １ 日 現 在 の 本 県 の 人 口 密 度 （ 平 成 1 2 年 国 勢 調 査 ） は 、

1 9 9 人 / ㎡ で 全 国 第 3 1 位 で あ る 。ｋ

前 回 国 勢 調 査 の 平 成 ７ 年 （ 1 9 8 人 / ㎡ ） に 比 べ 横 這 い で 推 移 し て い る 。ｋ

圏 域 別 で み る と 、 岐 阜 県 域 が 最 も 人 口 密 度 が 高 く 、 飛 騨 県 域 が 低 く な

っ て い る 。

表 １ － ６ 人 口 密 度

（ 単 位 ： 人 / k ㎡ ）

区 分 県 計 岐 阜 西 濃 中 濃 東 濃 飛 騨 全 国

人 口 密 度 199 800 2 7 5 1 5 8 2 3 5 41 340

資料）総務省「国勢調査」

ウ 住 宅

平 成 1 0 年 住 宅 ・ 土 地 統 計 調 査 に よ る と 、 本 県 の 総 住 宅 数 は 7 4 万 1 1 0 0 戸

で 、 居 住 世 帯 の あ る 住 宅 に つ い て そ の 建 て 方 別 に み る と 、 一 戸 建 が 7 6 . 3

％ を 占 め 最 も 多 く 、 次 い で 共 同 住 宅 が 1 9 . 7 ％ 、 長 屋 建 3 . 6 ％ の 順 に な っ

て い る 。

居 住 世 帯 の あ る 住 宅 の う ち そ の 所 有 関 係 を み る と 、 持 ち 家 の 割 合 は

7 3 . 5 ％ （ 全 国 第 ８ 位 ） で 、 全 国 の 6 0 . 3 ％ を 大 き く 上 回 っ て い る 。

ま た 、 住 宅 の 広 さ を み る と 、 １ 住 宅 当 た り の 居 住 室 数 は 6 . 2 3 室 （ 全 国

4 . 7 9 室 ） 、 同 居 住 室 の 畳 数 は 4 3 . 2 8 畳 （ 全 国 3 1 . 7 7 畳 ） 、 同 延 べ 面 積 は

1 2 0 . 9 0 ㎡ （ 全 国 9 2 . 4 3 ㎡ ） 、 １ 人 当 た り の 居 住 室 の 畳 数 は 1 3 . 4 6 ㎡ （ 全

国 1 1 . 2 4 ） と な っ て お り 、 い ず れ も 全 国 を 大 き く 上 回 っ て い る 。

表 １ － ７ － １ 本 県 の 住 環 境

指 標 名 指 標 値 順 位 全 国

持 ち 家 住 宅 率 （ ％ ） 73.5 ８ 60.3

１ 住 宅 当 た り 延 べ 面 積 （ ㎡ ） 120.90 12 9 2 . 4 3

１ 人 当 た り 居 住 室 の 畳 数 （ 畳 ） 13.46 ５ 11 . 2 4

木 造 率 （ 防 火 木 造 を 含 む ） （ ％ ） 74.5 25 64.4

一 戸 建 率 （ ％ ） 76.3 13 57.5

共 同 住 宅 率 （ ％ ） 19.7 34 37.8

資料）総務省「住宅・土地統計調査」

表 １ － ７ － ２ 圏 域 別 の 持 ち 家 状 況

（ 単 位 ： ％ ）

圏 域 名 岐 阜 西 濃 中 濃 東 濃 飛 騨

持 ち 家 住 宅 率 65.0 78.2 81.2 78.7 78.6

資料）総務省「平成７年国勢調査」
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２ 建 築 物 等 の 現 状 及 び 建 築 物 等 の 解 体 工 事 等 の 状 況

（ １ ） 建 築 物 の 現 状 及 び 解 体 工 事 等 の 状 況

ア 建 築 物 の 構 造 別 の 分 布 状 況

平 成 1 0 年 住 宅 ・ 土 地 統 計 調 査 に よ る と 、 本 県 の 総 住 宅 数 の う ち 木 造 は

7 1 . 8 ％ を 占 め て い る 。 ま た 、 市 別 及 び 町 村 （ 人 口 ２ 万 人 以 上 ） 別 で み る

と 全 体 で 木 造 は 7 0 . 6 ％ 、 市 別 で は 岐 阜 市 の 木 造 が 6 1 . 4 ％ と 最 も 低 く 、 市

町 村 別 で は 穂 積 町 の 木 造 が 4 8 . 0 ％ と 最 も 低 い 。

表 ２ － １ ー １ 住 宅 の 構 造 別 状 況

（ 単 位 ： 戸 、 ％ ）

居 住 世 帯 の あ る 住 宅 居 住 世 帯 の な い 住 宅 合 計

木 造 483,7 0 0 7 4 . 5 48,200 － 531, 9 0 0 71.8

非 木 造 165,3 0 0 2 5 . 5 43,900 － 209, 2 0 0 28.2

合 計 649, 0 0 0 1 0 0 92,100 － 741, 1 0 0 1 0 0

資料）総務省「住宅・土地統計調査」

表 ２ － １ － ２ 市 及 び 人 口 ２ 万 人 以 上 町 村 に お け る

（ 単 位 ： 戸 、 ％ ）住 宅 の 構 造 別 状 況

岐 阜 市 大 垣 市 高 山 市 多 治 見 市

木 造 87,360 61.4 30,910 63.9 18,310 83.0 24,550 76.9

非 木 造 54,880 38.6 17,490 36.1 3 , 7 6 0 17.0 7 , 3 6 0 23.1

合 計 142,240 48,400 22,070 3 1 , 9 1 0

関 市 中 津 川 市 美 濃 市 瑞 浪 市

木 造 15,610 71.9 13,970 82.4 6 , 2 4 0 85.2 9 , 2 9 0 80.1

非 木 造 6,100 28.1 2,980 17.6 1 , 0 8 0 14.8 2 , 3 1 0 19.9

合 計 21,710 16,950 7 , 3 2 0 1 1 , 6 0 0

羽 島 市 恵 那 市 美 濃 加 茂 市 土 岐 市

木 造 14,700 78.1 8,650 81.5 9 , 8 8 0 67.0 14,400 76.1

非 木 造 4,110 21.9 1,960 18.5 4 , 8 6 0 33.0 4 , 5 3 0 23.9

合 計 18,810 10,610 14,740 1 8 , 9 3 0

各 務 原 市 可 児 市 岐 南 町 笠 松 町

木 造 29,850 74.2 19,860 73.4 5 , 2 8 0 73.0 4 , 7 8 0 72.4

非 木 造 10,390 25.8 7,200 26.6 1 , 9 5 0 27.0 1 , 8 2 0 27.6

合 計 40,240 27,060 7 , 2 3 0 6 , 6 0 0

養 老 町 垂 井 町 神 戸 町 大 野 町

木 造 7,540 89.2 6,610 74.4 4 , 3 7 0 72.8 5 , 6 1 0 93.2

非 木 造 910 10.8 2,280 25.6 1 , 6 3 0 27.2 4 1 0 6.8

合 計 8,45 0 8,890 6 , 0 0 0 6 , 0 2 0

池 田 町 穂 積 町 合 計

木 造 5,400 88.7 6,120 48.0 349,290 70.6

非 木 造 690 11.3 6,620 52.0 145,320 29.4

合 計 6,09 0 12,740 494,610 100.0

資料）総務省「住宅・土地統計調査」
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ま た 、 本 県 の 平 成 1 2 年 度 の 着 工 建 築 物 の 延 べ 床 面 積 は 、 3 , 5 2 2 千 ㎡ と

な っ て い る 。

用 途 別 で は 、 居 住 系 が 5 7 . 6 ％ を 占 め 、 鉱 工 業 用 1 4 . 3 ％ 、 商 業 用 が 1 0 . 1

％ 等 と な っ て い る 。 構 造 別 で は 、 鉄 骨 造 が 4 8 . 3 ％ 、 木 造 が 3 7 . 2 ％ 、 鉄 筋

コ ン ク リ ー ト 造 が 1 1 . 0 ％ 等 と な っ て い る 。 建 築 主 別 で は 、 個 人 が 5 1 . 4 ％ 、

会 社 ・ 団 体 が 4 0 . 2 ％ 、 国 ・ 県 ・ 市 町 村 が 8 . 4 ％ と な っ て い る 。
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イ 建 築 物 の 建 築 年 別 の 分 布 状 況

平 成 1 0 年 住 宅 ・ 土 地 統 計 調 査 に よ る と 、 本 県 の 建 築 時 期 の 判 明 し て い

る 住 宅 総 数 は 6 4 3 , 0 0 0 戸 で あ る 。 こ の う ち 、 昭 和 4 0 年 代 後 半 か ら 5 0 年 代

半 ば ま で に 建 築 さ れ た 住 宅 数 が 全 体 の ４ 分 の １ を 占 め 、 こ れ に 昭 和 5 0 年

代 後 半 か ら 平 成 ２ 年 ま で に 建 築 さ れ た 住 宅 数 が 続 き 、 双 方 の 合 計 で ５ 割

を 超 え る 。

表 ２ － ２ 住 宅 の 建 築 年 別 ス ト ッ ク 数

（ 単 位 ： 戸 、 ％ ）

建 築 時 期 終 戦 前 ～S 3 5 S 3 6～S 4 5 S 4 6～S 5 5 S 5 6～H２終 戦 時

戸 数 41,100 58,900 90,600 169,300 151,000

構 成 比 率 6.4 9. 1 14.1 26.3 23.5

建 築 時 期 H３～ H７ H8 H10.9 合 計 合 計～ 建 築 年 不 詳

戸 数 82,100 50,000 643,000 6,000 649,000

構 成 比 率 12.8 7 . 8 100.0

資料）総務省「住宅・土地統計調査」

本 県 の 現 在 ま で の 建 築 物 着 工 床 面 積 の 推 移 を み る と 、 昭 和 3 0 年 代 の 半

ば に 木 造 と 非 木 造 と の 比 率 は 逆 転 し 現 在 に 至 っ て い る 。 ま た 、 昭 和 4 0 年

代 以 降 床 面 積 は 急 激 に 増 加 し て お り 、 上 記 の 住 宅 の 建 築 年 別 ス ト ッ ク 数

（ 表 ２ － ２ ） を 裏 付 け て い る 。 木 造 及 び 非 木 造 を 合 わ せ た 総 面 積 で み た

顕 著 な ピ ー ク は 、 昭 和 4 8 年 度 の 4 6 0 万 ㎡ 、 平 成 ２ 年 度 の 4 5 8 万 ㎡ 及 び 平

成 ８ 年 度 の 4 7 9 万 ㎡ で あ る 。
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ウ 建 築 物 の 解 体 工 事 等 の 状 況

本 県 に お け る 解 体 工 事 の 状 況 は 表 ２ － ３ の と お り で あ り 、 構 造 別 で は

木 造 の 棟 数 が 非 木 造 の 棟 数 の ５ ～ ７ 倍 、 床 面 積 で も ２ ～ ４ 倍 に 上 っ て い

る 。 な お 、 建 築 物 の 解 体 工 事 は 新 築 工 事 に 伴 い 施 工 さ れ る こ と が 多 い こ

と か ら 、 解 体 工 事 の 推 移 は 建 築 物 着 工 と 同 じ 動 向 を 示 す 傾 向 が あ る 。

表 ２ － ３ 建 築 物 の 除 却 状 況

（ 単 位 ： 棟 、 ㎡ ）

区 分 Ｈ ７ Ｈ ８ Ｈ ９ Ｈ 1 0 Ｈ 1 1

木 棟 数 5,211 6 , 3 9 5 4 , 0 8 6 4 , 0 3 2 4 , 2 3 0

造 床 面 積 527,8 4 2 6 7 8 , 2 7 6 4 2 5 , 6 9 6 4 1 4 , 2 5 5 4 4 8 , 6 6 6

非 棟 数 1,071 1 , 1 5 5 8 3 4 6 5 1 6 4 1
木
造 床 面 積 205,9 3 5 2 0 2 , 4 6 3 1 4 3 , 4 2 4 1 2 9 , 9 1 2 1 3 5 , 8 2 5

合 棟 数 6,282 7 , 5 5 0 4 , 9 2 0 4 , 6 8 3 4 , 8 7 1

計 床 面 積 733,7 7 7 8 8 0 , 7 3 9 5 6 9 , 1 2 0 5 4 4 , 1 6 7 5 8 4 , 4 9 1

注）除却建築物とは老朽、増改築等により除却される建築物を指し、災害（火災、風

水災、震災等）により失われた建築物は含まない。

資料）国土交通省「建築統計年報」

表 ２ － ４ 岐 阜 県 廃 棄 物 の 適 正 処 理 等 に 関 す る 条 例

に 基 づ く 建 築 物 解 体 届 出 状 況

圏 域 岐 阜 西 濃 中 濃 東 濃 飛 騨 岐 阜 市 合 計

Ｈ 1 2 153 1 2 6 1 4 0 79 2 4 4 231 9 7 3

累 計 208 2 1 1 1 9 7 97 2 7 7 335 1 3 2 5

注）条例施行日 平成１１年１２月１５日

資料）県廃棄物対策課調べ

条例第２６条（建築物解体工事施工者の届出義務）

建築物の解体工事の施工者は、当該解体工事の施工に伴い生ずる産業廃

棄物の処理方法その他規則で定める事項をあらかじめ知事に届け出なけれ

ばならない。ただし、当該解体工事に係る部分の床面積の合計が規則で定

め る 面 積 （ 1 0 0 ㎡ ） 以 下 で あ る 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。
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本 県 に お け る 新 築 工 事 の 状 況 は 表 ２ － ５ の と お り で あ り 、 平 成 1 1 年 度

は 棟 数 、 床 面 積 と も ３ 期 ぶ り に 増 加 し た 。 た だ し 、 圏 域 別 に み て い く と

東 濃 圏 域 は 棟 数 の 減 少 が 続 い て お り 、 西 濃 圏 域 及 び 中 濃 圏 域 は 床 面 積 が

減 少 す る な ど 地 域 に よ っ て 事 情 が 異 な る 。 な お 、 建 築 物 、 特 に 住 宅 の 着

工 件 数 は 経 済 情 勢 の 影 響 を 受 け る と い わ れ 、 本 県 に お い て も そ の 傾 向 が

み ら れ る 。

表 ２ － ５ 圏 域 別 の 建 築 物 着 工 状 況

（ 単 位 ： 棟 、 ㎡ ）

区 分 Ｈ ７ Ｈ ８ Ｈ ９ Ｈ 1 0 Ｈ 1 1

岐 棟 数 6,591 7 , 2 8 0 5 , 7 6 5 5 , 3 0 7 5 , 7 3 6

阜 床 面 積 15164 2 9 1 5 9 6 4 5 7 1 3 1 5 0 0 1 1 2 4 5 5 2 4 1 4 5 8 4 6 4

西 棟 数 3,709 4 , 2 8 3 3 , 2 1 1 3 , 0 6 3 3 , 1 9 0

濃 床 面 積 759,8 8 7 9 5 5 , 7 8 5 6 1 9 , 5 2 9 6 4 3 , 3 8 5 5 8 3 , 6 6 9

中 棟 数 4,039 4 , 5 7 1 3 , 4 2 6 3 , 3 5 2 3 , 4 2 2

濃 床 面 積 770,3 5 1 9 8 7 , 6 4 2 7 9 4 , 3 5 4 7 0 7 , 4 5 5 6 2 6 , 3 7 0

東 棟 数 3,933 3 , 9 5 3 3 , 0 5 5 2 , 7 4 8 2 , 7 2 1

濃 床 面 積 701,6 8 1 8 6 2 , 6 0 2 590,555 4 8 5 , 0 3 7 5 4 7 , 4 5 0

飛 棟 数 1,488 1 , 6 7 1 1 , 4 8 4 1 , 3 1 7 1 , 3 3 8

騨 床 面 積 338,7 2 8 3 8 9 , 2 6 3 3 5 1 , 6 7 0 2 5 6 , 7 3 0 2 9 6 , 9 1 0

経 済 成 長 率 1.2％ 5.0％ △ 1 . 2％ △2 . 8％ 2.3％

資料）国土交通省「建築統計年報」

県統計調査課「岐阜県の県民経済計算結果（平成1 1年度分は速報値）」
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（ ２ ） 土 木 工 作 物 の 現 状 及 び 解 体 工 事 等 の 状 況

ア 土 木 工 作 物 の 状 況

本 県 の 道 路 網 は 、 広 域 的 な 幹 線 道 路 と し て 名 神 高 速 道 路 、 中 央 自 動 車

道 、 東 海 北 陸 自 動 車 道 、 中 部 縦 貫 自 動 車 道 と 2 1 号 、 4 1 号 、 1 5 6 号 等 の 一

般 国 道 2 1 路 線 、 地 域 の 幹 線 道 路 と し て 主 要 地 方 道 7 4 路 線 と 一 般 県 道 2 1 4

路 線 、 そ し て 生 活 道 路 と し て の 市 町 村 道 ７ 万 9 0 2 4 路 線 か ら 成 っ て お り 、

そ の 総 延 長 は 平 成 1 1 年 ４ 月 １ 日 現 在 で ２ 万 9 1 8 9 k m と な っ て い る 。

表 ２ － ６ 県 内 道 路 の 現 況

（ 単 位 ： k m 、 ％ ）

改 良 済 舗 装 済
道 路 種 類 路 線 数 実 延 長

延 長 率 延 長 率

指 定 区 間 6 434. 6 4 3 4 . 6 1 0 0 4 3 4 . 6 1 0 0

指 定 区 間 外 1 6 1079.0 7 3 1 . 9 67.8 1022.6 94.8

計 2 1 1513.6 1166.6 77.1 1457.2 96.3

県 主 要 地 方 道 7 4 1436.0 8 8 5 . 2 61.6 1378.5 96.0

一 般 県 道 214 1658.6 7 5 3 . 4 45.4 1572.2 94.8

道 計 288 3094.6 1638.6 53.0 2950.6 95.3

市 町 村 道 79024 2 4 4 2 2 . 7 1 1 6 2 4 . 2 47.6 1 7 3 4 7 . 6 71.0

一 般 道 路 計 79333 2 9 0 3 0 . 9 1 3 2 6 2 . 8 45.7 2 1 7 5 5 . 4 74.9

高 速 自 動 車 道 3 157. 9 1 5 7 . 9 1 0 0 1 5 7 . 9 1 0 0

合 計 7933 6 2 9 1 8 8 . 8 1 3 4 2 0 . 7 － 2191 3 . 3 －

橋 り ょ う ト ン ネ ル
道 路 種 類

箇 所 数 延 長 箇 所 数 延 長

指 定 区 間 438 20.1 19 6.7

指 定 区 間 外 115 6 32.6 80 40.7

計 15 9 4 52.8 99 47.4

県 主 要 地 方 道 145 9 39.9 20 3.6

一 般 県 道 152 1 28.5 32 9.3

道 計 29 8 0 68.4 52 13.0

市 町 村 道 20467 1 7 9 . 6 47 5.7

一 般 道 路 計 23447 3 0 0 . 8 1 9 8 66.1

高 速 自 動 車 道 150 22.8 26 22.6

合 計 2359 7 3 2 3 . 6 2 2 4 88.7

注）平成１１年４月１日現在

改良済欄は県道以上は車道幅員5 . 5ｍ以上、市町村道は5 . 5ｍ未満を含む延長で算出

舗装は簡易舗装を含む。

一般国道の路線数は1 5 6号が重複しているため計と一致しない。

資料）国土交通省「道路統計年報」

本 県 は 、 非 常 に 急 峻 で 変 化 に 富 ん だ 地 形 に 加 え 、 多 種 多 様 な 地 質 は 脆

弱 で 崩 壊 し や す く 、 大 雨 の 時 に は 土 砂 災 害 が 発 生 す る 危 険 性 が 高 い と い

う 性 質 が あ る 。

砂 防 施 設 は 、 こ う し た 土 砂 災 害 か ら 地 域 住 民 の 生 命 や 財 産 を 守 る た め

整 備 さ れ て お り 、 本 県 の 現 況 は 表 ２ － ７ の と お り で あ る 。

一
般
国
道

一
般
国
道
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表 ２ － ７ 砂 防 施 設 の 現 況

（ 単 位 ： 基 、 ｍ 、 h a ）

渓 流 保 全 工 山 腹 工 護 岸 工
水 系 名 ダ ム 床 固

箇所 延 長 箇 所 面 積 箇 所 延 長

木 曽 川 2506 1969 6 3 9 240260.8 1 8 8 7 4 . 6 8 7 0 381642.7

庄 内 川 188 262 4 3 2 1 6 5 8 . 6 6 1 . 7 77 38104.5

矢 作 川 77 10 1 8 4405.8 2 2 . 0 26 656.0

神 通 川 321 122 7 0 2 7 3 8 9 . 3 13 5 . 0 84 19585.8

庄 川 30 5 1 4 1928.1 5 2 . 0 10 6955.0

九 頭 竜 川 39 1 2 1 9 9 . 0 1 0 . 8 2 100.0

合 計 3161 2369 7 8 6 295841.6 2 1 5 8 6 . 1 1069 447044.0

注）平成１３年３月３１日現在

資料）県砂防課調べ

本 県 は 、 豊 か な 森 林 と 水 資 源 に 恵 ま れ て お り 、 そ れ を 有 効 に 活 用 す る

た め 古 く か ら ダ ム 建 設 が 盛 ん で 、 現 在 の ダ ム 数 は 建 設 中 を 含 め て 約 1 0 0

を 数 え 、 全 国 で も 有 数 の 水 源 県 と な っ て い る 。

表 ２ － ８ 水 系 別 目 的 別 ダ ム 数

目 的 （ 重 複 ）

水 系 名 ダ ム 数 竣 工 済

不 特 定 上 水 工 水 発 電洪 水 調 整 か ん が い

木 曽 川 ６ ８ ５９ ２ ０ ９ ２ ６ １ ０ ６ ３ ３

庄 内 川 １ ４ １３ ９ １ ５ － － １

矢 作 川 ３ ２ ２ ２ １ １ １ ３

神 通 川 １ ２ １０ ４ ２ １ ２ － ７

庄 川 ８ ８ １ － １ １ １ ８

合 計 １ ０ ５ ９２ ３ ６ １ ４ ３ ４ １ ４ ８ ５ ２

注）平成１２年４月１日現在

資料）県水資源課調べ

本 県 の 水 道 普 及 状 況 は 、 平 成 1 1 年 度 末 現 在 で 給 水 人 口 1 9 9 万 3 3 8 3 人 、

水 道 普 及 率 9 4 . 1 ％ と な っ て い る 。

ま た 、 下 水 道 に つ い て は 、 本 県 の 公 共 下 水 道 の 普 及 率 は 4 5 . 7 ％ 、 農 村

下 水 道 及 び 個 人 下 水 道 を 含 む 下 水 道 普 及 率 は 5 9 . 1 ％ と な っ て い る 。

表 ２ － ９ 上 下 水 道 の 普 及 状 況

（ 単 位 ： ％ ）

公 共 下 水 道 農 村 下 水 道 個 人 下 水 道
区 分 水 道 普 及 率

普 及 率 普 及 率 普 及 率

岐 阜 圏 域 91.0 54.6 1 . 4 7.8

西 濃 圏 域 93.9 28.5 2 . 0 7.3

中 濃 圏 域 97.2 43.7 7 . 0 14.0

東 濃 圏 域 96.5 49.1 2 . 1 13.5

飛 騨 圏 域 96.3 40.6 8 . 7 12.6

合 計 94.1 45.7 3 . 2 10.2

全 国 96.4 60.0 － －

注）平成１１年度調査

資料）県上下水道課、県農山村整備課、県廃棄物対策課調べ
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本 県 の 都 市 公 園 等 は 、 平 成 1 1 年 度 末 現 在 で 表 ２ － 1 0 の と お り で あ る が 、

１ 人 当 た り の 都 市 公 園 面 積 は 7 . 3 3 ㎡ ／ 人 と 全 国 7 . 9 3 ㎡ ／ 人 を 下 回 っ て い

る。

表 ２ － １ ０ 都 市 公 園 等 の 現 況

（ 単 位 ： h a ）

公 園 種 別 箇 所 数 面 積 公 園 種 別 箇 所 数 面 積

街 区 公 園 874 172.89 墓 園 4 50.23

近 隣 公 園 6 4 101.41 広 域 公 園 3 258.30

地 区 公 園 3 5 143.40 都 市 緑 地 3 7 58.66

総 合 公 園 1 7 269.59 国 営 公 園 1 86.89

運 動 公 園 1 8 157.95 広 場 公 園 2 0.15

風 致 公 園 2 8 63.96

歴 史 公 園 6 2.74 合 計 1,08 9 1,366.17

注）平成１２年３月３１日現在

資料）県公園緑地課調べ

県 内 に は 、 ７ 鉄 道 事 業 者 （ 第 ３ セ ク タ ー を 含 む 。 ） に よ り 2 1 路 線 、

6 2 0 . 9 k m の 鉄 道 路 線 （ 東 海 道 新 幹 線 を 除 く 。 ） が 運 行 さ れ て い る 。

表 ２ － １ １ 県 内 の 鉄 道

区 分 路 線 数 営 業 キ ロ

東 海 道 新 幹 線 １ 40.0

東 海 旅 客 鉄 道 ４ 303.8

第 ３ セ ク タ ー 鉄 道 ４ 150.4

名 古 屋 鉄 道 12 119.4

近 畿 日 本 鉄 道 １ 47.3

イ 土 木 工 作 物 の 解 体 工 事 等 の 状 況

土 木 工 事 は 、 建 築 物 の 工 事 と 異 な り 、 工 事 の 規 模 を 統 一 的 に 示 す 適 切

な 表 現 が み あ た ら な い こ と か ら 工 事 金 額 で 表 示 す る こ と と す る 。

平 成 ７ 年 度 の 工 事 を 対 象 に し た 全 国 規 模 の 建 設 副 産 物 の 実 態 調 査 （ Ｈ ７

セ ン サ ス ） に よ る と 、 県 内 を 工 事 場 所 と す る 公 共 土 木 工 事 は 5 , 7 6 7 億 円 、

民 間 土 木 工 事 は 7 5 2 億 円 に 上 る 。

ま た 、 同 調 査 に お け る ア ン ケ ー ト 集 計 結 果 （ 表 ２ － 1 3 ） に よ る と 、 土

木 工 事 １ 万 1 7 0 5 件 （ 捕 捉 率 ： 公 共 4 4 . 9 ％ 、 民 間 5 1 . 2 ％ ） の う ち 、 工 事 金

額 別 で は 5 0 0 万 円 以 上 の 工 事 は 全 体 の 6 6 . 2 ％ で あ る が 、 建 設 廃 棄 物 ３ 品

目 の 搬 出 量 は 9 5 . 6 ％ を 捕 捉 で き る 。

表 ２ － １ ２ 県 内 工 事 種 類 別 規 模 （ Ｈ ７ セ ン サ ス ）

（ 単 位 ： 億 円 ）

農 林 水 産 下 水 道 公 園 土 地 造 成 上 工 水 道工 事 種 別 河 川 道 路 ･

公 共 土 木 751.0 1789.0 6 5 2 . 0 872.0 28.0 3 8 2 . 0

そ の 他 合 計災 害 復 旧

5 5 . 0 1238.0 5 7 6 7 . 0

工 事 種 別 え ん 堤 鉄 道 道 路 ･ 管 工 事土 地 造 成 送 配 電 線 路

民 間 土 木 21. 4 89.8 1 2 2 . 0 33.7 280.5 1 0 . 1

ｺﾞﾙﾌ場 そ の 他 合 計構 内 環 境 整 備

5 5 . 0 9 . 1 1 3 0 . 5 7 5 2 . 1
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表２－１３ Ｈ７センサス総量調査 工事金額別集計

（単位：件、ｔ、％）

金 額 100万円 500万円 １千万円 15百万円 ２千万円 25百万円 ５千万円 １ 億 円 ２ 億 円 ３ 億 円 ５ 億 円 10 億 円

区 分 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

公共土木 工事件数 10,498 7,088 4,886 3,809 3,082 2,565 1,133 349 94 45 26 18

アスファルト塊 312,944 298,289 265,157 231,957 212,439 197,740 119,228 64,254 24,019 9,765 4,722 2,277

コンクリート塊 162,823 156,479 144,853 133,828 123,256 116,688 88,252 43,308 27,120 20,487 18,184 7,564

建設発生木材 358 356 356 349 349 349 343 330 63 58 58 50

３品目搬出量計 476,125 455,123 410,366 366,134 336,044 314,777 207,823 107,892 51,202 30,310 22,964 9.891

民間土木 工事件数 1,207 661 360 271 197 164 101 49 18 14 8 4

アスファルト塊 5,379 5,152 4,869 4,701 4,545 4,391 3,933 3,057 1,144 1,023 934 934

コンクリート塊 7,991 7,888 7,527 7,330 6,345 5,548 4,082 3,191 1,569 1,273 795 275

建設発生木材 1,523 1,401 1,194 962 458 454 402 181 42 0 0 0

３品目搬出量計 14,893 14,441 13,590 12,993 11,348 10,393 8,417 6,429 2,755 2,296 1,729 1,209

土木工事計 工事件数 11,705 7,749 5,246 4,080 3,279 2,729 1,234 398 112 59 34 22

アスファルト塊 318,323 303,441 270,026 236,658 216,984 202,131 123,161 67,311 25,163 10,788 5,656 3,211

コンクリート塊 170,815 164,366 152,380 141,158 129,601 122,236 92,334 46,499 28,689 21,760 18,979 7,839

建設発生木材 1,881 1,757 1,550 1,311 807 803 745 511 105 58 58 50

３品目搬出量計 491,018 469,564 423,956 379,127 347,392 325,170 216,240 114,321 53,957 32,606 24,693 11,100

土木工事計 工事件数 100.0 66.2 44.8 34.9 28.0 23.3 10.5 3.4 1.0 0.5 0.3 0.2

捕捉率 アスファルト塊 100.0 95.3 84.8 74.3 68.2 63.5 38.7 21.1 7.9 3.4 1.8 1.0

コンクリート塊 100.0 96.2 89.2 82.6 75.9 71.6 54.1 27.2 16.8 12.7 11.1 4.6

建設発生木材 100.0 93.4 82.4 69.7 42.9 42.7 39.6 27.2 5.6 3.1 3.1 2.7

３品目搬出量計 100.0 95.6 86.3 77.2 70.7 66.2 44.0 23.3 11.0 6.6 5.0 2.3

注）端数処理の関係で合計が合わないことがある。

資料）国土交通省「建設副産物実態調査結果（平成７年度）」
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（ ３ ） 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量 の 見 込 み

ア 将 来 の 建 設 投 資 の 予 測

特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量 を 推 計 す る に は 、 前 提 と し て 将 来 の 建 設

投 資 の 予 測 が 重 要 と な る 。 公 共 工 事 は 政 府 建 設 投 資 と 、 民 間 住 宅 投 資 は

景 気 動 向 と 、 民 間 非 住 宅 投 資 は 民 間 設 備 投 資 と 、 そ れ ぞ れ 関 わ り が 深 い 。

（ 財 ） 建 設 経 済 研 究 所 の 予 測 に よ る と 、 2 0 0 1 ～ 2 0 1 0 年 度 （ 平 成 2 2 年 度 ）

の 実 質 Ｇ Ｄ Ｐ （ 国 内 総 生 産 ） 成 長 率 2 . 0 ％ で 、 政 府 投 資 が 2 0 0 0 年 度 の 水

準 を 維 持 し て も 、 2 0 1 0 年 度 の 実 質 建 築 投 資 は 減 少 す る と し て い る 。 ま た 、

民 間 住 宅 投 資 は 着 工 戸 数 で 、 2 0 0 0 年 度 1 2 1 万 戸 が 、 2 0 1 0 年 度 1 0 3 万 戸 、

2 0 2 0 年 度 7 6 万 戸 と 予 測 し 、 投 資 ベ ー ス で は 床 面 積 の 増 加 等 に よ り 着 工 ベ

ー ス の 減 少 よ り も 緩 や か に な る と し て い る 。

表 ２ － １ ４ 建 設 投 資 の 予 測

（ 単 位 ： 兆 円 ）

ケ ー ス １

2 0 0 1 - 2 0 1 0 年度 2 0 1 1 - 2 0 2 0 年 度

G D P 2 . 0 ％ G D P 2 . 5 ％成 長 率 成 長 率

2 0 0 0年度 2 0 1 0年度 2 0 2 0年度

政 府 建 設 投 資 31.7 22.7 ～ 27.8 22.7 ～ 2 7 . 8

民 間 建 設 投 資 39.9 3 5 . 3 35.0

民 間 住 宅 20.8 1 6 . 9 12.9

民 間 非 住 宅 （ 建 築 ） 9.9 1 1 . 5 14.7

民 間 非 住 宅 （ 土 木 ） 9.3 6. 9 7.4

合 計 71.6 58.0 ～ 63.1 57.7 ～ 6 2 . 8

ケ ー ス ２ ケ ー ス ３( 参 考 )

2 0 0 1 - 2 0 1 0 年度 2 0 1 1 - 2 0 2 0 年度 2 0 0 1 - 2 0 1 0 年度

G D P 2 . 0 ％ G D P 1 . 5 ％ G D P 1 . 0 ％成 長 率 成 長 率 成 長 率

2 0 1 0年度 2 0 2 0年度 2 0 1 0年度

22.7 ～ 27.8 2 2 . 7 ～ 27.8 22.7 ～ 27.8

35.3 29.4 3 0 . 9

16.9 12.6 1 6 . 5

11.5 10.2 8 . 6

6 . 9 6 . 6 5 . 8

58.0 ～ 63.1 5 2 . 1 ～ 57.2 53.6 ～ 58.7

注）９５年度価格の実質値である。

２０００年度の建設投資は国土交通省「平成１３年度建設投資見通し」による。

数値に幅があるのは「政府建設投資」における想定伸び率の違いによる。

四捨五入により千億円単位までの値を示しているため、各項目の合計は一致しない。

資料）（財）建設経済研究所「建設市場の中長期予測（２００１年５月）」

イ 建 築 物 の 解 体 工 事 に 伴 う 発 生 量

建 築 物 の 解 体 工 事 に 伴 い 発 生 す る 建 設 資 材 廃 棄 物 の 量 は 、 除 却 建 築 物

に 廃 棄 物 発 生 原 単 位 を 乗 じ て 算 出 す る 。

建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量 ＝ 除 却 建 築 物 × 発 生 原 単 位
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推 計 手 法

【 昭 和 3 6 ～ 平 成 1 2 年 度 分 】

① 除 却 建 築 物 は 新 築 建 築 物 と 廃 棄 確 率 か ら 算 出 す る 。

② 新 築 建 築 物 は 建 築 着 工 統 計 調 査 結 果 を 利 用 す る 。

③ 廃 棄 確 率 は 、 建 築 物 の 平 均 寿 命 （ 木 造 約 3 1 年 、 非 木 造 約 3 7 年 ）

を 基 に 最 大 1 0 ％ と す る 正 規 分 布 を 想 定 す る 。

④ Ａn＝Σ (ａ i× D P n ( i ) )

Ａ n ： ｎ 年 次 に お け る 除 却 建 築 物

ａ i ： ｉ ( ｓ ≦ ｉ ≦ ｎ ) 年 次 に 着 工 さ れ た 建 築 物 数 ( 床 面 積 )

D P n ( i ) ： ｉ 年 次 に 着 工 さ れ た 建 築 物 の ｎ 年 次 に お け る 廃 棄 確

率 こ こ で は 、 ｓ ： 昭 和 3 6 年 ｎ ： 平 成 1 2 年 と す る

【 将 来 】

① ’ ① と 同 手 法 で 除 却 建 築 物 を 算 出 す る 。

② ’ 将 来 の 新 築 建 築 物 は （ 財 ） 建 設 経 済 研 究 所 「 建 設 市 場 の 中 長 期

予 測 」 中 ケ ー ス １ を 基 に 推 計 す る 。

③ ’ 上 記 ③ 及 び ④ を 適 用 す る 。

表 ２ － １ ５ 将 来 推 計 に 使 用 す る 指 標

（ 単 位 ： ％ ）

区 分 2 0 0 0年度 2 0 0 5年度 2 0 1 0年度 2 0 1 5年度 2 0 2 0 年度

政 府 住 宅 投 資 1 . 2兆円 0 0 0 0

民 間 〃 2 0 . 8兆円 △ 9.1 △ 1 0 . 6 △ 9.7 △ 1 3 . 4

住 宅 着 工 戸 数 1 2 1万戸 △ 7.4 △ 8.0 △ 1 3 . 6 △ 1 4 . 6

住 宅 着 工 床 面 積 117 ㎡ △ 0.5 △ 2.7 △ 8.4 △ 1 0 . 7百 万

政 府 非 住 宅 投 資 3 . 4兆円 △ 1.5 △ 1.5 △ 1.5 △ 1. 5

民 間 〃 9 . 9兆円 8.1 7 . 5 1 3 . 9 1 2 . 2

59 ㎡ 6.3 5 . 9 1 3 . 9 9 . 8民間非住宅床面積 百 万

注）２００５年度及び２０１５年度の数値は線形補完により算出した。

伸び率は期間全体の数値である。

【 昭 和 3 5 年 度 以 前 】

① ” 除 却 建 築 物 は 残 存 建 築 物 と 除 却 率 か ら 算 出 す る 。

② ” 残 存 建 築 物 は 住 宅 統 計 調 査 結 果 を 利 用 す る 。

③ ” 除 却 率 は 残 存 建 築 物 の 経 年 変 化 を 時 間 回 帰 に よ り 算 出 す る 。

④”Ａn＝ S T ( n - 1 )× R A ( n )

Ａ n ： ｎ 年 次 に お け る 除 却 建 築 物

S T ( n ) ： ｎ 年 次 に お け る 残 存 建 築 物

R A ( n ) ： ｎ 年 次 に お け る 除 却 率

表 ２ － １ ６ 残 存 建 築 物 の 推 移

（ 単 位 ： 戸 ）

調 査 時 期
1978年 1983年 1988年 1993年 1998年

建 築 時 期

終 戦 前 112,545 87,153 68,757 58,616 47,370

終 戦 時 ～ Ｓ 3 5 102,165 92,621 79,121 71,505 67,886

注）建築時期の判明している「人の居住する住宅」総数を空家を含めた住宅総数に置き換え

て算定してある。

発 生 原 単 位 は 建 設 副 産 物 実 態 調 査 結 果 （ Ｈ ７ 年 度 ） を 利 用 す る 。



- 18 -

以 上 の 手 法 に よ り 、 建 築 物 の 解 体 工 事 に 伴 う 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量

の 将 来 推 計 を 行 っ た と こ ろ 、 2 0 1 0 年 度 （ 平 成 2 2 年 度 ） に は 1 9 9 5 年 度 （ 平

成 ７ 年 度 ） の ７ 倍 に 達 す る と い う 結 果 が 得 ら れ た 。 こ れ は 、 先 に 「 建 築

物 の 建 築 年 別 の 分 布 状 況 （ ２ － （ １ ） イ ） 」 で 触 れ た と お り 、 建 築 物 の

着 工 床 面 積 が 昭 和 4 0 年 代 以 降 急 激 に 増 大 し 今 後 こ れ ら の 建 築 物 が 更 新 期

を 迎 え る こ と に よ る 。 ま た 、 非 木 造 建 築 物 の 解 体 工 事 に 伴 う 廃 棄 物 の 増

大 が 著 し い が 、 こ れ は 非 木 造 建 築 物 の 床 面 積 が 増 大 し た こ と と 、 木 造 に

比 べ 非 木 造 建 築 物 は 解 体 工 事 の 際 に よ り 多 量 の 廃 棄 物 が 発 生 す る こ と に

よ る 。

特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 に 限 っ て そ の 発 生 量 の 将 来 推 計 を 行 う と 、 コ ン ク

リ ー ト 塊 の 増 大 が 著 し く 、 2 0 1 0 年 度 に は 1 9 9 5 年 度 の ８ 倍 程 度 に 達 す る 見

込 み で あ る 。
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ウ 建 築 物 の 新 築 工 事 に 伴 う 発 生 量

建 築 物 の 新 築 工 事 に 伴 い 発 生 す る 建 設 資 材 廃 棄 物 の 量 は 、 新 築 建 築 物

に 廃 棄 物 発 生 原 単 位 を 乗 じ て 算 出 す る 。

建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量 ＝ 新 築 建 築 物 × 発 生 原 単 位

推 計 手 法

① 将 来 の 新 築 建 築 物 は 「 イ 建 築 物 の 解 体 工 事 に 伴 う 発 生 量 」 で

利 用 し た （ 財 ） 建 設 経 済 研 究 所 「 建 設 市 場 の 中 長 期 予 測 」 を 基 に

推 計 す る 。

② 発 生 原 単 位 は 建 設 副 産 物 実 態 調 査 結 果 （ Ｈ ７ 年 度 ） を 利 用 す る 。

以 上 の 手 法 に よ り 、 建 築 物 の 新 築 工 事 に 伴 う 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量

の 将 来 推 計 を 行 っ た と こ ろ 、 住 宅 建 設 投 資 は 漸 減 す る も の の 、 民 間 非 住

宅 建 設 投 資 の 増 加 を 受 け 非 木 造 建 築 物 が 増 え る と 予 測 さ れ る た め 、 廃 棄

物 発 生 量 は 1 9 9 5 年 度 （ 平 成 ７ 年 度 ） か ら 横 ば い で 推 移 す る と 推 計 さ れ る 。
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エ 土 木 工 作 物 の 工 事 に 伴 う 発 生 量

土 木 工 作 物 の 工 事 に 伴 い 発 生 す る 建 設 廃 棄 物 の 量 は 、 土 木 工 事 の 規
注 ）

模 （ 金 額 ） に 廃 棄 物 発 生 原 単 位 を 乗 じ て 算 出 す る 。

建 設 廃 棄 物 の 発 生 量 ＝ 土 木 工 事 の 規 模 × 発 生 原 単 位

注）建設廃棄物は建設建築工事現場から排出される産業廃棄物全般を指す。これに対

し建設資材廃棄物とは建設廃棄物のうち建設資材が廃棄物になったものを指す。

推 計 手 法

① 将 来 の 土 木 工 事 の 規 模 は （ 財 ） 建 設 経 済 研 究 所 「 建 設 市 場 の 中

長 期 的 予 測 」 を 基 に 推 計 す る 。 こ の と き 、 公 共 工 事 は 政 府 建 設 投

資 と 、 民 間 工 事 は 民 間 非 住 宅 建 設 投 資 （ 土 木 ） と 同 一 傾 向 を 示 す

も の と す る 。

② 発 生 原 単 位 は 建 設 副 産 物 実 態 調 査 結 果 （ 平 成 ７ 年 度 ） を 利 用 す

る 。

表 ２ － １ ７ 将 来 推 計 に 使 用 す る 指 標

（ 単 位 ： ％ ）

区 分 2 0 0 0年度 2 0 0 5年度 2 0 1 0年度 2 0 1 5年度 2 0 2 0 年度

政 府 建 設 投 資 3 1 . 7兆円 0 0 0 0

民 間 非 住 宅 ( 土 木 ) 9 . 3兆円 △1 2 . 9 △ 1 4 . 8 4 . 4 2 . 8

注）２００５年度及び２０１５年度の数値は線形補完により算出した。

伸び率は期間全体の数値である。

以 上 の 手 法 に よ り 、 土 木 工 作 物 の 工 事 に 伴 う 建 設 廃 棄 物 の 発 生 量 の 将

来 推 計 を 行 っ た と こ ろ 、 政 府 建 設 投 資 が 2 0 0 1 年 度 （ 平 成 1 3 年 度 ） 以 降 現

状 維 持 あ る い は 抑 制 傾 向 と な る と 予 測 さ れ 、 民 間 非 住 宅 建 設 （ 土 木 ） も

減 少 基 調 を 辿 る こ と か ら 、 建 設 廃 棄 物 の 発 生 量 も 2 0 0 0 年 度 （ 平 成 1 2 年

度 ） の レ ベ ル で 横 ば い な い し は 減 少 す る も の と 推 計 さ れ る 。
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オ 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量 （ ま と め ）

建 設 廃 棄 物 全 体 の 発 生 量 を ま と め る と 、 建 築 物 の 解 体 工 事 に 伴 い 発 生

す る 廃 棄 物 が 急 増 す る こ と を 受 け 、 全 体 量 は 1 9 9 5 年 度 （ 平 成 ７ 年 度 ） か

ら 2 0 0 5 年 度 （ 平 成 1 7 年 度 ） ま で に ほ ぼ 倍 に な る と 予 想 さ れ る 。

ま た 、 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 に 限 る と 、 コ ン ク リ ー ト 塊 の 排 出 量 が 急
注 ）

増 す る と 予 想 さ れ 、 ア ス フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー ト 塊 は 横 ば い 、 木 く
注 ）

ず は 1 9 9 5 年 度 か ら 2 0 0 5 年 度 ま で に ３ 倍 に 増 え る も の の 構 成 比 で は 大 き
注 ）

い も の で は な い 。

注）特定建設資材廃棄物の区分で、この指針中では次の意義で使っている。

コンクリート塊 コンクリートが廃棄物となったもの並びにコンクリート及び

鉄から成る建設資材に含まれるコンクリートが廃棄物となっ

たもの

木くず 木材が廃棄物になったもの（建設発生木材ともいう）

アスファルト・ アスファルト・コンクリートが廃棄物となったもの

コンクリート塊



- 22 -

（ ４ ） 再 資 源 化 施 設 の 立 地 状 況 及 び 稼 働 状 況

本 県 の 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 施 設 の 立 地 状 況 及 び そ の 稼 働 状

況 （ 平 成 1 2 年 度 末 現 在 ） は 次 の と お り で あ る 。

立 地 的 に は 、 東 濃 圏 域 に お け る 木 く ず の 再 資 源 化 施 設 が １ 箇 所 （ 恵 那

市 ） と 手 薄 で あ り 、 能 力 的 に も 高 い も の で は な い こ と か ら 懸 念 さ れ る と

こ ろ で あ る 。

な お 、 2 0 0 5 年 度 （ 平 成 1 7 年 度 ） に 県 内 で 発 生 が 予 想 さ れ る 特 定 建 設 資

材 廃 棄 物 は 、 能 力 的 に は 県 内 の 再 資 源 化 施 設 で 対 応 で き る と い う 結 果 が

得 ら れ た が 、 工 事 現 場 か ら 施 設 ま で の 距 離 、 時 間 及 び コ ス ト あ る い は 特

定 建 設 資 材 廃 棄 物 以 外 の 産 業 廃 棄 物 （ 製 材 木 端 、 根 株 な ど ） の 動 向 、 県

外 へ の 持 ち 出 し 、 県 外 か ら の 持 ち 込 み は 考 慮 し て い な い 。

表 ２ － １ ８ ー １ 再 資 源 化 施 設 の 立 地 状 況 及 び 稼 働 状 況

種 別
コ ン ク リ ー ト 塊 ア ス フ ァ ル ト 塊 木 く ず

地 域

岐 阜 圏 域 ９ ９ ３ （ ４ ）

西濃 〃 １ ６ ９ ２ （ ４ ）

中濃 〃 １ ０ １２ ３ （ ７ ）

東濃 〃 １ ３ １３ １ （ １ ）

飛騨 〃 ８ ８ ５ （ ５ ）

合 計 ５ ６ ５１ １４（ 2 1）

注）平成１３年３月３１日現在

一の施設が種別により複数計上されていることがある。

木くず欄の（ ）内数字は建設資材廃棄物以外の木くずの再資源化施設を含んだもの。

資料）県廃棄物対策課調べ

表 ２ － １ ８ ー ２ 再 資 源 化 施 設 の 立 地 状 況 及 び 稼 働 状 況

（ 単 位 ： ｔ ）

種 別 2 0 0 5 年度排出量 年 間 処 理 能 力 差 引 き

コ ン ク リ ー ト 塊 1,950,000 3,590,000 1,030,000

ア ス フ ァ ル ト 塊 610,000

木 く ず 320,000 624,000 304,000

注）年間稼働日数は２７０日とした。

木くずは０．５ｔ／ｍ とした。
３

資料）県廃棄物対策課調べ
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（ ５ ） 最 終 処 分 場 の 立 地 状 況 及 び 残 存 容 量

本 県 の 最 終 処 分 場 の 立 地 状 況 及 び 残 存 容 量 は 次 の と お り で あ る 。
注 ）

環 境 省 の 平 成 1 0 年 度 の 調 査 に よ る と 、 全 国 の 最 終 処 分 場 の 残 余 年 数 は

3 . 3 年 で ひ っ 迫 し た 状 況 が 続 い て い る 。

注）産業廃棄物最終処分場についてはその埋め立てられる廃棄物の種類で分類される。

安定型 廃プラスチック類、ゴムくず、金属くず、ガラスくず、陶磁器くず、

がれき類（建設廃材）を埋立処分するもの。

管理型 タールピッチ類、紙くず、繊維くず、動植物性残さ、動物の糞尿、

動物の死体及び燃えがら、ばいじん、汚泥、鉱さい等を埋立処分す

るもの。

遮断型 有害な燃えがら、ばいじん、汚泥等を埋立処分するもの。

表 ２ － １ ９ 最 終 処 分 場 の 立 地 状 況 及 び 残 存 容 量

（ 単 位 ： ｍ ）
３

事 業 者 処 理 業 者

安 定 型 管 理 型 計 安 定 型 管 理 型 計

施 設 数 ３ ０ ３ １１ ８ １ ９

全 県 80,800 0 80,800 3 0 1 , 6 6 8 604,294 905,962

岐 阜 圏 域 66,800 0 66,800 3 , 0 1 2 － －

西 濃 圏 域 － 0 － 34,900 21,012 55,912

中 濃 圏 域 0 0 0 23 5 , 3 1 0 － －

東 濃 圏 域 0 0 0 － 577,282 －

飛 騨 圏 域 0 0 0 － 0 －

合 計

安 定 型 管 理 型 計

施 設 数 １ ４ ８ ２ ２

全 県 382,468 6 0 4 , 2 9 4 986,762

岐 阜 圏 域 69,812 － －

西 濃 圏 域 － 21,012 －

中 濃 圏 域 235,310 － －

東 濃 圏 域 － 577,2 8 2 －

飛 騨 圏 域 － 0 －

注）平成１０年３月３１日現在

事業者の処分場は法定施設のみ、処理業者の処分場は法定外施設を含んでいる。

資料）県廃棄物対策課「岐阜県廃棄物処理マスタープラン」
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（ ６ ） 地 域 の 実 情 に 応 じ た 分 別 解 体 等 及 び 再 資 源 化 等 の 方 向

本 県 は 、 全 国 に 先 駆 け 「 岐 阜 県 廃 棄 物 の 適 正 処 理 等 に 関 す る 条 例 」 を

定 め 、 徹 底 的 な 廃 棄 物 の 減 量 化 ・ 再 資 源 化 を 目 指 し た 独 自 の 対 策 を 行 う

な ど 、 廃 棄 物 の 増 加 に 伴 う 処 分 場 の 不 足 や 不 適 正 処 理 な ど の 問 題 に 対 し

て 元 来 積 極 的 に 取 り 組 ん で き た 経 緯 が あ り 、 ま た 、 建 設 副 産 物 の 再 利 用

率 が 高 い こ と が 示 す よ う に リ サ イ ク ル に 対 す る 取 り 組 み も 官 民 が 協 力 し

て 先 進 的 に 行 っ て き た 。

こ う し た 取 り 組 み に も か か わ ら ず 、 最 終 処 分 場 の 新 規 設 置 は こ こ 数 年

申 請 す ら な い と い う 事 態 が 続 い て お り 、 残 余 容 量 の ひ っ 迫 は 相 変 わ ら ず

深 刻 な 問 題 で あ る 。

こ う し た 状 況 の 中 、 本 県 の 分 別 解 体 等 及 び 再 資 源 化 等 の 方 向 は 、 国 が

平 成 1 3 年 １ 月 に 定 め た 「 特 定 建 設 資 材 に 係 る 分 別 解 体 等 及 び 特 定 建 設 資

材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 促 進 等 に 関 す る 基 本 方 針 （ 以 下 「 国 の 基 本 方

針 」 と い う 。 ） 」 に 即 し な が ら も 、 本 県 の 独 自 の 事 情 （ 先 駆 性 、 進 取 性 、

処 分 場 問 題 ） を 加 味 し 、 本 県 の 廃 棄 物 行 政 の 基 本 で あ る 廃 棄 物 対 策 ５ 原

則 （ 安 全 第 一 、 公 共 関 与 、 リ サ イ ク ル の 徹 底 、 複 合 行 政 、 自 己 完 結 ） を

念 頭 に 、 関 係 者 が そ れ ぞ れ の 立 場 で 、 あ る い は 関 係 者 ど う し が 連 携 し て

分 別 解 体 等 及 び 再 資 源 化 等 に よ り 積 極 的 に 取 り 組 む こ と を 基 本 と す る 。

具 体 的 に は 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

ア 建 設 資 材 に 係 る 廃 棄 物 ・ リ サ イ ク ル 対 策 の 方 向

建 設 資 材 に 係 る 廃 棄 物 ・ リ サ イ ク ル 対 策 の 方 向 と し て は 、 循 環 型 社 会

形 成 推 進 基 本 法 （ 平 成 1 2 年 法 律 第 1 1 0 号 ） に お け る 基 本 的 な 考 え 方 を 原

則 と し 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る も の と す る 。

（ ア ） 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 抑 制 に 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ イ ） 建 設 資 材 廃 棄 物 の 全 部 又 は 一 部 の う ち 、 再 使 用 を す る こ と が で き る

も の に つ い て は 、 再 使 用 を 行 わ な け れ ば な ら な い 。

（ ウ ） 建 設 資 材 廃 棄 物 の 全 部 又 は 一 部 の う ち 、 （ イ ） に よ る 再 使 用 が さ れ

な い も の で あ っ て 再 生 利 用 を す る こ と が で き る も の に つ い て は 、 再 生

利 用 を 行 わ な け れ ば な ら な い 。

（ エ ） 建 設 資 材 廃 棄 物 の 全 部 又 は 一 部 の う ち 、 再 使 用 及 び 再 生 利 用 が さ れ

な い も の で あ っ て 熱 回 収 を す る こ と が で き る も の 又 は そ の 可 能 性 の あ

る も の に つ い て は 、 熱 回 収 を 行 わ な け れ ば な ら な い 。

（ オ ） 上 記 い ず れ の 措 置 も 行 わ れ な い も の に つ い て は 、 適 正 に 最 終 処 分 す

る も の と す る 。

な お 、 廃 棄 物 の 処 理 及 び 清 掃 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 4 5 年 法 律 第 1 3 7 号 。

以 下 「 廃 棄 物 処 理 法 」 と い う 。 ） に 基 づ い た 適 正 な 処 理 を 行 わ な け れ ば

な ら な い 。

イ 関 係 者 の 役 割

特 定 建 設 資 材 に 係 る 分 別 解 体 等 及 び 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等

の 促 進 に 当 た っ て 、 関 係 者 は 、 適 切 な 役 割 分 担 の 下 で そ れ ぞ れ が 連 携 し

つ つ 積 極 的 に 参 加 す る こ と が 必 要 で あ る 。

（ ア ） 建 設 資 材 の 製 造 に 携 わ る 者

端 材 の 発 生 が 抑 制 さ れ る 建 設 資 材 の 開 発 及 び 製 造 、 建 設 資 材 と し て

使 用 さ れ る 際 の 材 質 ・ 品 質 等 の 表 示 、 有 害 物 質 等 を 含 む 素 材 等 分 別 解

体 等 及 び 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 が 困 難 と な る 素 材 の 非 使 用 等 に

よ り 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 の 抑 制 並 び に 分 別 解 体 等 及 び 建 設 資 材 廃

棄 物 の 再 資 源 化 等 の 実 施 が 容 易 と な る よ う 努 力 す る 必 要 が あ る 。

（ イ ） 建 築 物 等 の 設 計 に 携 わ る 者
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端 材 の 発 生 が 抑 制 さ れ 、 ま た 、 分 別 解 体 等 の 実 施 が 容 易 と な る 設 計 、

建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 実 施 が 容 易 と な る 建 設 資 材 の 選 択 な ど

設 計 時 に お け る 工 夫 に よ り 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 の 抑 制 並 び に 分 別

解 体 等 及 び 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 実 施 が 効 果 的 に 行 わ れ る よ

う に 努 め る ほ か 、 こ れ ら に 要 す る 費 用 の 低 減 に 努 め る 必 要 が あ る 。 な

お 、 建 設 資 材 の 選 択 に 当 た っ て は 、 有 害 物 質 等 を 含 む 建 設 資 材 等 建 設

資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 が 困 難 と な る 建 設 資 材 を 選 択 し な い よ う 努 め る

必 要 が あ る 。

（ ウ ） 発 注 者

元 請 業 者 に 対 し て 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 の 抑 制 並 び に 分 別 解 体 等

及 び 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 実 施 に つ い て 明 確 な 指 示 を 行 う よ

う 努 め る 必 要 が あ る 。

（ エ ） 元 請 業 者

建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 の 抑 制 並 び に 分 別 解 体 等 及 び 建 設 資 材 廃 棄 物

の 再 資 源 化 等 の 促 進 に 関 し 、 中 心 的 な 役 割 を 担 っ て い る こ と を 認 識 し 、

そ の 下 請 負 人 に 対 し て 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 の 抑 制 並 び に 分 別 解 体

等 及 び 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 実 施 に つ い て 明 確 な 指 示 を 行 う

よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

（ オ ） 建 設 工 事 を 施 工 す る 者

建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 の 抑 制 並 び に 分 別 解 体 等 及 び 建 設 資 材 廃 棄 物

の 再 資 源 化 等 を 適 正 に 実 施 す る ほ か 、 施 工 方 法 の 工 夫 、 適 切 な 建 設 資

材 の 選 択 、 施 工 技 術 の 開 発 等 に よ り 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 の 抑 制 並 び

に 分 別 解 体 等 及 び 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 実 施 が 容 易 と な る よ

う 努 め る 必 要 が あ る 。

（ カ ） 建 設 資 材 廃 棄 物 の 処 理 を 行 う 者

排 出 し た 建 設 資 材 廃 棄 物 に つ い て 自 ら そ の 処 理 を 行 う 事 業 者 及 び 建

設 資 材 廃 棄 物 を 排 出 す る 事 業 者 か ら 委 託 を 受 け て そ の 処 理 を 行 う 者 は 、

建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 を 適 正 に 実 施 し な け れ ば な ら な い 。

（ キ ） 県

県 は 、 国 の 施 策 と 相 ま っ て 、 本 県 の 実 情 に 応 じ 分 別 解 体 等 及 び 建 設

資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 を 促 進 す る よ う な 措 置 （ 調 査 、 情 報 提 供 、 普

及 ・ 広 報 等 ） を 講 ず る も の と す る 。

（ ク ） 市 町 村

国 及 び 県 の 施 策 と 相 ま っ て 、 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め る 必 要 が

あ る 。

ウ 特 定 建 設 資 材 に 係 る 分 別 解 体 等 の 方 向

特 定 建 設 資 材 に 係 る 分 別 解 体 等 の 実 施 に よ り 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 を そ

の 種 類 ご と に 分 別 す る こ と を 確 保 し 、 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等

を 促 進 す る た め に は 、 特 定 建 設 資 材 に 係 る 分 別 解 体 等 が 一 定 の 技 術 基 準

に 従 っ て 実 施 さ れ る 必 要 が あ る 。 こ の 技 術 は 、 特 定 建 設 資 材 に 係 る 分 別

解 体 等 の 実 施 の 対 象 と な る 建 築 物 等 に よ り 異 な る 場 合 が あ り 、 建 設 工 事

に 従 事 す る 者 の 技 能 、 施 工 技 術 、 建 設 機 械 等 の 現 状 を 踏 ま え 、 建 築 物 等

に 応 じ 、 適 切 な 施 工 方 法 に よ り 分 別 解 体 等 が 実 施 さ れ る 必 要 が あ る 。

ま た 、 特 に 施 工 に 当 た っ て 大 量 の 建 設 資 材 廃 棄 物 を 排 出 す る こ と と な

る 解 体 工 事 に つ い て は 、 最 新 の 知 識 及 び 技 術 を 有 す る 者 に よ る 施 工 が 必

要 で あ る た め 、 解 体 工 事 を 施 工 す る 者 の 知 識 及 び 技 術 の 向 上 が 重 要 で あ

る ほ か 、 こ の よ う な 技 術 を 有 す る 者 に 関 す る 情 報 の 提 供 、 適 切 な 施 工 の

監 視 、 監 督 等 を 行 う 必 要 が あ る 。
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エ 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 方 向

建 設 資 材 廃 棄 物 に 係 る 本 県 の 現 状 及 び 課 題 を 踏 ま え る と 、 そ の 再 資 源

化 等 の 促 進 を 図 る こ と が 重 要 で あ る こ と か ら 、 対 象 建 設 工 事 の み な ら ず

対 象 建 設 工 事 以 外 の 建 設 工 事 に 伴 っ て 生 じ た 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 に つ い

て も 、 再 生 資 源 と し て 利 用 す る こ と 等 を 促 進 す る 必 要 が あ り 、 工 事 現 場

の 状 況 等 を 勘 案 し て 、 で き る 限 り 工 事 現 場 に お い て 特 定 建 設 資 材 に 係 る

分 別 解 体 等 を 実 施 し 、 こ れ に 伴 っ て 排 出 さ れ た 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 に つ

い て 再 資 源 化 等 を 実 施 す る こ と が 望 ま し い 。 ま た 、 分 別 解 体 等 が 困 難 で

あ る た め 混 合 さ れ た 状 態 で 排 出 さ れ た 建 設 資 材 廃 棄 物 に つ い て も 、 で き

る 限 り 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 を 選 別 で き る 処 理 施 設 に 搬 出 し 、 再 資 源 化 等

を 促 進 す る こ と が 望 ま し い 。

な お 、 こ れ ら の 措 置 が 円 滑 に 行 わ れ る よ う に す る た め に は 、 技 術 開 発 、

関 係 者 間 の 連 携 、 必 要 な 施 設 の 整 備 等 を 推 進 す る こ と に よ り 、 分 別 解 体

等 及 び 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 に 要 す る 費 用 を 低 減 す る こ と が 重 要

で あ る 。

（ ７ ） 条 例 に よ り 定 め る 建 設 工 事 の 規 模 に 関 す る 基 準 の 考 え 方

ア 国 の 定 め る 基 準 の 考 え 方

分 別 解 体 等 及 び 再 資 源 化 等 の 実 施 義 務 に つ い て 、 全 て の 建 設 工 事 に つ

い て 課 す こ と は 、 例 え ば 小 屋 等 の 小 規 模 な 建 築 物 に お い て は 、 得 ら れ る

効 果 と 分 別 解 体 等 及 び 再 資 源 化 等 に 要 す る コ ス ト を 比 較 し て 、 発 注 者 及

び 受 注 者 に 対 す る 負 担 が 大 き す ぎ る と 考 え ら れ る 。

し た が っ て 、 義 務 の 対 象 と な る 建 設 工 事 と し て は 、 一 定 量 以 上 の 建 設

資 材 廃 棄 物 を 発 生 さ せ る 建 設 工 事 を 対 象 と す る こ と が 妥 当 で あ る と 考 え

ら れ る 。

な お 、 建 設 工 事 の 規 模 を 検 討 す る に 際 し 、 工 事 の 種 類 に 応 じ て 建 設 資

材 廃 棄 物 の 発 生 特 性 が 異 な る ほ か 、 建 設 リ サ イ ク ル 法 を 策 定 す る に 至 っ

た 背 景 で あ る 建 設 廃 棄 物 に 関 す る 不 法 投 棄 の 多 さ を 考 慮 し 、 ま ず 建 築 物

の 解 体 工 事 に つ い て 十 分 な 量 を 捕 捉 で き る 規 模 と す る こ と が 必 要 と 考 え

ら れ る 。 そ の 他 の 工 事 に 関 し て は 、 こ れ を も と に し て 基 準 を 定 め る こ と

と す る 。

（ ア ） 建 築 物 の 解 体 工 事

建 築 物 解 体 工 事 に つ い て は 、 当 該 工 事 か ら 発 生 す る 建 設 資 材 廃 棄 物

の 発 生 量 は 、 建 築 物 の 床 面 積 に 比 例 す る と 考 え ら れ る た め 、 一 定 量 以

上 の 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量 を 捕 捉 す る た め に は 、 建 築 物 床 面 積 が 一

定 規 模 以 上 の 建 築 物 解 体 工 事 を 対 象 と す る こ と が 適 当 で あ る 。

建 築 物 解 体 工 事 に 要 す る 費 用 に つ い て は 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量

に か か わ ら ず 必 要 と な る 固 定 的 な 経 費 や 、 少 量 運 搬 に 伴 う 効 率 性 の 低

下 に よ る 運 搬 費 用 の 増 大 の た め 、 木 造 建 築 物 解 体 工 事 に つ い て は １ 棟

当 た り の 建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 量 が 一 定 量 （ 3 0 ～ 4 0 ｔ ） 以 下 に な る と 、

排 出 量 １ ｔ に 対 す る 全 体 工 事 費 用 が 急 激 に 増 加 す る 。 す な わ ち 、 建 築

物 の 規 模 が 大 き く な り 建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 量 が 多 く な る と 、 こ の 際

の 解 体 工 事 費 用 は 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 量 と 一 定 の 比 例 関 係 が 認 め

ら れ る が 、 建 築 物 の 規 模 が 小 さ く な り 建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 量 が 少 な

く な る と 、 建 築 物 に よ っ て 費 用 が ば ら つ く 上 に 、 建 築 物 の 規 模 が 大 き

い も の に 比 べ て 建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 量 に 対 す る 全 体 工 事 費 用 が 割 高

に な る 。

こ の 規 模 、 つ ま り １ 棟 当 た り の 建 設 資 材 廃 棄 物 発 生 量 が 3 0 ～ 4 0 ｔ と

な る 木 造 建 築 物 解 体 工 事 の 平 均 的 な 床 面 積 7 0 ～ 1 0 0 ㎡ 以 下 の 建 築 物 解 体
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工 事 に 、 分 別 解 体 等 及 び 再 資 源 化 等 を 義 務 付 け る こ と は 、 そ れ に よ り

得 ら れ る 効 果 と の 関 係 に お い て 、 発 注 者 及 び 受 注 者 に 過 大 な 負 担 を 強

い る お そ れ が あ る と 考 え ら れ る 。

表 ２ － ２ ０ 木 造 建 築 物 排 出 量

（ 単 位 ： ㎡ 、 ｔ ）

床 面 積 １ 棟 当 た り 排 出 量

５ ０ ２ ０

７ ０ ２ ８

１ ０ ０ ４ ０

注）木造建築物からの建設資材廃棄物発生原単位＝０．４０ｔ／㎡

建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 を 促 進 す る 観 点 か ら は 、 建 設 資 材 廃 棄

物 の 捕 捉 量 が 多 い の が 望 ま し い が 、 一 方 で 法 施 行 の 実 効 性 を 確 実 に 確

保 す る た め に は 、 解 体 工 事 届 出 の 一 定 量 以 上 の 確 保 と そ の 事 務 処 理 及

び 監 督 ・ 監 視 等 に 必 要 な 人 員 の 確 保 等 が 必 要 と な る 。 必 要 な 行 政 事 務

量 を 考 慮 し つ つ 、 一 定 水 準 以 上 の 再 資 源 化 効 果 が 得 ら れ る 基 準 と す る

こ と が 望 ま し い と 考 え ら れ る 。 こ の た め 、 建 設 資 材 廃 棄 物 全 体 の 約 ９

割 、 建 築 物 の 棟 数 の 約 ３ 分 の ２ を 捕 捉 で き る 基 準 と し て 床 面 積 8 0 ㎡ 以

上 の 解 体 工 事 と す る 。 な お 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 捕 捉 率 は 床 面 積 の 捕 捉

率 に 相 当 し 、 行 政 事 務 量 は 棟 数 の 捕 捉 率 に 相 当 す る も の と 考 え ら れ る 。

表 ２ － ２ １ ー １ 既 存 建 築 物 の 捕 捉 床 面 積 比 率 ・ 棟 数 比 率

（ 単 位 ： ％ ）

～区 分 総 数 7 0㎡～ 8 0㎡～ 9 0㎡～ 100㎡

棟 数 3 6 7 0万棟 71.8 64.8 57.1 49.4

床 面 積 7 0 2 0 百万㎡ 94.0 91.3 87.9 84.1

注）昭和３９年以降の着工建築物の平成１０年度時点での残存状況の推

定値より算定

表 ２ － ２ １ － ２ 本 県 の 捕 捉 比 率

（ 単 位 ： ％ ）

～区 分 総 数 7 0㎡～ 8 0㎡～ 9 0㎡～ 100㎡

棟 数 6 2 4千棟 75.5 69.6 62.7 55.7

床 面 積 1 1 7百万㎡ 94.8 92.5 89.4 85.5

（ イ ） 建 築 物 の 新 築 工 事

建 築 物 新 築 工 事 か ら 発 生 す る 建 設 資 材 廃 棄 物 の 特 長 と し て は 、 主 に

端 材 と し て 発 生 す る こ と 、 解 体 工 事 と 比 較 す る と そ の 発 生 原 単 位 （ 床

面 積 当 た り の 廃 棄 物 発 生 量 ） は 約 1 0 分 の １ 程 度 と 極 め て 少 な い こ と 、

排 出 の 抑 制 を 図 る こ と が 可 能 で あ る こ と が あ げ ら れ る 。

そ こ で 、 建 築 物 新 築 工 事 の 対 象 建 設 工 事 の 規 模 の 基 準 に つ い て は 、

少 量 の 廃 棄 物 処 理 に よ る 効 率 性 の 低 下 を 考 慮 す る と 、 建 築 物 解 体 工 事

と 同 一 の 基 準 と す る と 発 注 者 及 び 受 注 者 に 過 大 な 負 担 を 強 い る こ と に

な る と 考 え ら れ る た め 、 そ の 規 模 に つ い て は 建 築 物 解 体 工 事 と 同 量 程

度 の 廃 棄 物 が 発 生 す る 規 模 と す る こ と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ る 。

床 面 積 8 0 ㎡ 以 上 の 建 築 物 解 体 工 事 か ら 発 生 す る 廃 棄 物 量 と 同 量 程 度

の 廃 棄 物 が 発 生 す る 規 模 の 新 築 工 事 の 規 模 は 、 概 ね 5 0 0 ㎡ 以 上 と な る 。
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表 ２ － ２ ２ ー １ 解 体 工 事 発 生 廃 棄 物 と 同 量 程 度 の 廃 棄 物 を

発 生 さ せ る 新 築 工 事

解 体 工 事
床 面 積

70㎡ 80㎡ 90㎡ 100㎡

廃 棄 物 発 生 量 3 6ｔ /棟 4 2ｔ /棟 4 9ｔ /棟 5 5ｔ/棟

新 築 工 事
床 面 積

500㎡ 600㎡ 700㎡ 1 0 0 0㎡

廃 棄 物 発 生 量 4 4ｔ /棟 5 3ｔ /棟 6 1ｔ /棟 8 7ｔ/棟

表 ２ － ２ ２ － ２ 本 県 の 状 況

解 体 工 事
床 面 積

70㎡ 80㎡ 90㎡ 100㎡

廃 棄 物 発 生 量 3 5ｔ /棟 4 0ｔ /棟 4 5ｔ /棟 5 0ｔ/棟

新 築 工 事
床 面 積

500㎡ 600㎡ 700㎡ 1 0 0 0㎡

廃 棄 物 発 生 量 2 6ｔ /棟 3 1ｔ /棟 3 6ｔ /棟 5 1ｔ/棟

注）発生原単位は建設副産物実態調査結果（平成７年度）の数値を利用

（ ウ ） 建 築 物 の 修 繕 及 び 模 様 替

建 築 物 の 価 値 を 回 復 さ せ 又 は 低 下 を 防 ぐ 工 事 で あ る 修 繕 及 び 模 様 替

は 、 い ず れ も 床 面 積 の 増 減 を 伴 わ な い た め 建 築 資 材 廃 棄 物 が 大 量 に 発

生 す る 事 例 は 限 ら れ る も の の 、 建 設 工 事 で あ る こ と に か わ り は な い た

め 、 そ の 規 模 に つ い て は 建 築 物 解 体 工 事 と 同 量 程 度 の 廃 棄 物 が 発 生 す

る 工 事 と す る こ と が 適 当 で あ る 。

修 繕 又 は 模 様 替 に お い て 約 4 0 ｔ の 廃 棄 物 が 発 生 す る 工 事 の 規 模 は 、

概 ね 工 事 金 額 １ 億 円 以 上 の 工 事 で あ る 。

（ エ ） 土 木 工 事

公 共 工 事 に お け る 先 導 的 な 役 割 を 果 た す べ き こ と か ら 、 公 共 工 事 が

中 心 と な る 土 木 工 事 の 規 模 に つ い て 、 民 間 工 事 が 中 心 と な る 建 築 物 解

体 工 事 を 上 回 る 率 で 廃 棄 物 を 捕 捉 す る 規 模 と す る こ と が 必 要 と 考 え ら

れ る 。 こ の た め 、 建 築 物 解 体 工 事 の 対 象 工 事 規 模 8 0 ㎡ 以 上 の 床 面 積 捕

捉 率 が 9 1 ％ （ 表 ２ － 2 1 － １ ） で あ る こ と か ら 、 土 木 工 事 の 基 準 と し て

は 工 事 金 額 5 0 0 万 円 以 上 と す る 必 要 が あ る 。

表 ２ － ２ ３ ー １ 土 木 工 事 規 模 別 の 建 設 資 材 廃 棄 物 捕 捉 率

工 事 規 模 5 0 0万円 1 0 0 0万円 1 5 0 0万円 2 5 0 0万円

ア ス フ ァ ル ト 塊 96. 3 8 9 . 4 8 3 . 9 7 2 . 8

コ ン ク リ ー ト 塊 96. 7 9 1 . 0 8 7 . 1 7 9 . 2

木 材 98 . 3 9 6 . 5 9 5 . 6 9 3 . 7

廃 棄 物 合 計 96. 6 9 0 . 7 8 6 . 1 7 6 . 8

注）国土交通省「建設副産物実態調査結果（平成７年度）」

表 ２ － ２ ３ － ２ 本 県 の 捕 捉 率

工 事 規 模 5 0 0万円 1 0 0 0万円 1 5 0 0万円 2 5 0 0万円

ア ス フ ァ ル ト 塊 95. 3 8 4 . 8 7 4 . 3 6 8 . 2

コ ン ク リ ー ト 塊 96. 2 8 9 . 2 8 2 . 6 7 5 . 9

木 材 93 . 4 8 2 . 4 6 9 . 7 4 2 . 9

廃 棄 物 合 計 95. 6 8 6 . 3 7 7 . 2 7 0 . 7
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イ 本 県 の 定 め る べ き 基 準 の 考 え 方

本 県 に お け る 建 設 工 事 の 規 模 の 基 準 は 次 の よ う に 考 え ら れ る 。

解 体 工 事 に お い て は 、 国 の 基 準 を 適 用 し た 場 合 に 捕 捉 で き る 建 築 物 の

床 面 積 及 び 棟 数 と も に 全 国 数 値 を 上 回 っ て い る こ と （ 表 ２ － 2 1 － ２ ） か

ら 、 国 の 基 準 を 上 回 る 基 準 の 導 入 は い た ず ら に 発 注 者 及 び 受 注 者 に 負 担

を 強 い る こ と に な り か ね な い と 考 え ら れ 、 ま た 、 新 築 工 事 に お い て は 、

本 県 は 全 国 に 比 べ て 床 面 積 当 た り の 排 出 量 が そ も そ も 少 な い こ と （ 表 ２

－ 2 2 － ２ ） か ら 国 の 基 準 を 上 回 る 基 準 の 導 入 は 適 切 で な い と 考 え ら れ る

こ と 、 土 木 工 事 に お い て は 、 既 に 再 資 源 化 が 相 当 進 ん で お り 再 資 源 化 等

率 も 高 い こ と （ 後 掲 表 ３ － １ ） か ら 、 い ず れ の 場 合 も 国 の 定 め る 基 準 を

適 用 す る こ と が 適 当 と 考 え ら れ る 。

（ ８ ） 条 例 に よ り 定 め る 距 離 に 関 す る 基 準 の 考 え 方

ア 国 の 定 め る 基 準 の 考 え 方

分 別 解 体 等 の 実 施 に よ り 生 じ た 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 に つ い て は 、 そ の

全 量 が 再 資 源 化 さ れ る こ と が 基 本 で あ る が 、 廃 棄 物 の 処 理 を 他 人 に 委 託

す る 場 合 、 一 部 地 域 で は 特 定 建 設 資 源 廃 棄 物 の 再 資 源 化 施 設 の 整 備 が 必

ず し も 十 分 で な く 、 分 別 解 体 等 に 伴 っ て 生 じ た 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 全

て に つ い て 再 資 源 化 を 義 務 付 け る と 、 再 資 源 化 施 設 ま で の 運 搬 費 用 が 著

し く 高 く な る こ と が 予 想 さ れ る 。

建 設 リ サ イ ク ル 法 は 、 再 資 源 化 等 が 技 術 的 に も 経 済 的 に も 可 能 な 建 設

廃 棄 物 に つ い て 再 資 源 化 の 実 施 を 義 務 付 け よ う と す る も の で あ り 、 運 搬

費 等 を 全 く 考 慮 せ ず に 義 務 付 け を 行 う こ と は 本 法 の 趣 旨 と 相 容 れ な い も

の で あ る 。 こ の た め 、 工 事 現 場 か ら 一 定 距 離 内 に 再 資 源 化 施 設 が な い 場

合 に は 、 次 善 の 方 法 と し て 縮 減 を 行 う こ と で 足 り る と す る も の で あ る 。

表 ２ － ２ ４ 中 部 ４ 県 の 建 設 発 生 木 材 の 搬 出 量 と 平 均 運 搬 距 離

（ 単 位 ： 千 ｔ 、 k m ）

岐 阜 県 静 岡 県 愛 知 県 三 重 県 地 域 計 全 国

搬 出 量 112 19 5 1 9 3 68 568 6 3 2 0

内 県 外 搬 出 4 0 1 0 10 0 － －

距 Ｈ ２ 16. 8 19.9 20.2 19.0 19.4 1 9 . 0

離 Ｈ ７ 28 . 9 14.9 20.7 31.5 21.6 2 5 . 3

注）国土交通省「建設副産物実態調査（平成７年度）」

運搬距離は加重平均値である

特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の う ち 木 く ず は 、 建 築 物 の 解 体 工 事 及 び 新 築 工 事

に 伴 い 発 生 し 、 そ の 施 主 は 個 人 及 び 会 社 ・ 団 体 が 多 く を 占 め て い る こ と 、

特 に 個 人 住 宅 の 解 体 工 事 の 場 合 に は 、 工 事 現 場 に 破 砕 機 を 設 置 す る こ と

は 考 え づ ら い た め そ の ま ま 運 搬 す る こ と に な る が 、 木 く ず は 容 積 が 嵩 む

こ と な ど か ら 、 工 事 現 場 の 所 在 地 に か か わ ら ず 再 資 源 化 す る 義 務 を 負 わ

せ る こ と は 受 注 者 に 過 度 の 負 担 を 強 い る こ と に な る 。 し た が っ て 、 木 く

ず は 、 工 事 現 場 か ら 5 0 k m 以 内 の 距 離 に 再 資 源 化 施 設 が な い 場 合 は 、 再 資

源 化 に か え て 適 正 に 縮 減 を 行 う こ と で 足 り る と す る 。
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イ 本 県 の 定 め る べ き 基 準 の 考 え 方

本 県 に お け る 木 く ず に 関 す る 距 離 の 基 準 は 次 の よ う に 考 え ら れ る 。

県 内 9 9 市 町 村 毎 に 、 最 寄 り の 再 資 源 化 施 設 の 所 在 市 町 村 の 役 場 ま で の

距 離 を 算 出 し て み る と 、 国 の 定 め る 基 準 5 0 k m を 超 え る 市 町 村 は ３ 村 （ 板

取村 5 5 . 2 k m、明宝村 5 2 k m 、白川村 5 8 . 5 k m ） で あ る 。 こ れ に 、 各 市

町 村 の 世 帯 数 を 加 味 し て 試 算 す る と 、 5 0 k m で の 捕 捉 率 は 9 9 ％ に 達 す る 。

算 定 方 法 の イ メ ー ジ

Ａ市 Ｘ 町

市 役 所 役場

◎ ◎

ｂ ｙ現 場 施 設

ａ ｘ現 場 施 設

算 定 上 は 、 Ａ 市 役 所 か ら Ｘ 町 役 場 の 距 離 を 採 用 す る 。

表 ２ － ２ ５ 再 資 源 化 施 設 所 在 市 町 村 の 役 場 ま で の 距 離

距 離 所 在 地 ～1 0 k m ～ 2 0 k m ～ 3 0 k m ～ 4 0 k m ～ 5 0 k m 5 0 k m超

市 町 村 数 １ ４ ２ ２ ２６ ２ １ １ １ ２ ３

注）距離の算定は「岐阜県管内キロ程表」を利用した。

表 ２ － ２ ６ 距 離 と 各 市 町 村 世 帯 数 の 捕 捉 率

（ 単 位 ： 世 帯 、 ％ ）

距 離 一 般 世 帯 総 数 ～4 0 k m ～ 5 0 k m ～ 6 0 k m ～ 7 0 k m

世 帯 数 643,531 629,112 6 3 8 , 9 9 9 642,605 6 4 3 , 5 3 1

捕 捉 率 － 97.8 9 9 . 3 99.9 1 0 0 . 0

注）４０k m以下の世帯数には３０k m～４０k m該当１１市町村の世帯数の半数を算入

してある。他の距離区分も同様の操作をした。

資料）総務省「平成７年国勢調査」

一 方 、 本 県 の 建 設 発 生 木 材 は 近 隣 他 県 と 異 な り 県 外 搬 出 さ れ る 量 が 多

く 、 平 均 搬 出 距 離 も 延 び て い る こ と は 、 他 県 と 比 較 し て 運 送 費 用 が 高 額

と は い え な い こ と を 意 味 す る が 、 国 の 定 め る 基 準 を 上 回 る 基 準 を 設 定 し

て も 一 部 地 域 の 住 民 に 負 担 を 強 い る 以 上 の 再 資 源 化 の 効 果 を あ げ る の は

困 難 と 考 え ら れ る 。

し た が っ て 、 本 県 に お け る 木 く ず に 関 す る 距 離 の 基 準 は 国 の 定 め る 基

準 で あ る 5 0 k m 以 内 の 距 離 に 再 資 源 化 施 設 が な い 場 合 と す る 。
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建 設 資 材 廃 棄 物 の 排 出 抑 制 の た め の 方 策Ⅱ

１ 地 域 の 社 会 経 済 情 勢 等 を 踏 ま え た 関 係 者 の 役 割 分 担 の あ り 方

（ １ ） 基 本 的 な あ り 方

建 設 資 材 廃 棄 物 は 、 産 業 廃 棄 物 に 占 め る 割 合 が 高 い 一 方 で 、 減 量 す る

こ と が 困 難 な も の が 多 い 。 こ の た め 、 限 ら れ た 資 源 を 有 効 に 活 用 す る 観

点 か ら 、 最 終 処 分 量 を 減 ら す と と も に 、 排 出 を 抑 制 す る こ と が 特 に 重 要

で あ る 。

建 設 廃 棄 物 の 排 出 の 抑 制 に 当 た っ て は 、 建 築 物 等 に 係 る 建 設 工 事 の 計

画 ・ 設 計 段 階 か ら の 取 組 を 行 う と と も に 、 関 係 者 は 、 適 切 な 役 割 分 担 の

下 で そ れ ぞ れ が 連 携 し つ つ 積 極 的 に 参 加 す る こ と が 必 要 で あ る 。

（ ２ ） 関 係 者 の 役 割 分 担

ア 建 築 物 等 の 所 有 者

建 築 物 等 の 所 有 者 は 、 自 ら 所 有 す る 建 築 物 等 に つ い て 適 切 な 維 持 管 理

及 び 修 繕 を 行 い 、 建 築 物 等 の 長 期 的 使 用 に 努 め る 必 要 が あ る 。 本 県 の 場

合 は 持 ち 家 住 宅 率 が 高 く 、 し か も 木 造 一 戸 建 が 多 い と い う 特 徴 が あ る た

め 、 個 人 の 住 宅 所 有 者 の 果 た す 役 割 は 非 常 に 重 要 で あ る 。

イ 建 設 資 材 の 製 造 に 携 わ る 者

建 設 資 材 の 製 造 に 携 わ る 者 は 、 工 場 等 に お け る 建 設 資 材 の プ レ カ ッ ト

等 の 実 施 、 そ の 耐 久 性 の 向 上 並 び に 修 繕 が 可 能 な も の に つ い て は そ の 修

繕 の 実 施 及 び そ の た め の 体 制 の 整 備 に 努 め る 必 要 が あ る 。

ウ 建 築 物 等 の 設 計 に 携 わ る 者

建 築 物 の 設 計 に 携 わ る 者 は 、 当 該 建 築 物 等 に 係 る 建 設 工 事 を 発 注 し よ

う と す る 者 の 建 築 物 等 の 用 途 、 構 造 等 に 関 す る 要 求 に 対 応 し つ つ 、 構 造

躯 体 等 の 耐 久 性 の 向 上 を 図 る と と も に 、 維 持 管 理 及 び 修 繕 を 容 易 に す る

な ど 、 そ の 長 期 的 使 用 に 資 す る 設 計 に 努 め る と と も に 、 端 材 の 発 生 が 抑

制 さ れ る 施 工 方 法 の 採 用 及 び 建 設 資 材 の 選 択 に 努 め る 必 要 が あ る 。

エ 発 注 者

発 注 者 は 、 建 築 物 等 の 用 途 、 構 造 そ の 他 の 建 築 物 等 に 要 求 さ れ る 性 能

に 応 じ 、 技 術 的 及 び 経 済 的 に 可 能 な 範 囲 で 、 建 築 物 等 の 長 期 的 使 用 に 配

慮 し た 発 注 に 努 め る ほ か 、 建 設 工 事 に 使 用 さ れ た 建 設 資 材 の 再 使 用 に 配

慮 す る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

オ 建 設 工 事 を 施 工 す る 者

建 設 工 事 を 施 工 す る 者 は 、 端 材 の 発 生 の 抑 制 、 再 使 用 で き る 物 を 再 使

用 で き る 状 態 に す る 施 工 方 法 の 採 用 及 び 耐 久 性 の 高 い 建 築 物 等 の 建 築 等

に 努 め る ほ か 、 建 築 物 等 の 長 期 的 使 用 に 資 す る 施 工 技 術 の 開 発 及 び 維 持

修 繕 体 制 の 整 備 に 努 め る 必 要 が あ る 。

カ 県

県 は 、 自 ら 建 設 工 事 の 発 注 者 と な る 場 合 に お い て は 、 建 設 資 材 廃 棄 物

の 排 出 の 抑 制 に 率 先 し て 取 り 組 む こ と と す る 。

キ 市 町 村

国 及 び 県 の 施 策 と 相 ま っ て 、 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め る 必 要 が あ

る。
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２ 排 出 抑 制 に 特 に 配 慮 す べ き 地 域

本 県 に お け る 建 設 資 材 廃 棄 物 は 、 先 に 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量 の 見

込 み （ Ⅰ － ２ － ( ３ ) ） で み た よ う に 、 近 い 将 来 急 増 す る も の と 推 計 さ れ る

た め 、 全 県 域 で そ の 排 出 抑 制 に 取 り 組 む 必 要 が あ る 。

種 類 別 に み る と 、 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の う ち 、 コ ン ク リ ー ト 塊 及 び ア ス

フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー ト 塊 に つ い て は 再 資 源 化 施 設 の 整 備 が 進 み 、 立 地 的

に も 能 力 的 に も 県 下 を 網 羅 で き る 状 況 に あ る 。

一 方 、 木 く ず に つ い て は 、 再 資 源 化 施 設 の 整 備 が 進 ん で お り 県 下 の 大 半

の 地 域 を 網 羅 で き る も の の 、 再 資 源 化 施 設 の 立 地 又 は 能 力 等 の 事 情 か ら 中

濃 地 域 、 郡 上 地 域 、 中 津 川 恵 那 地 域 及 び 飛 騨 地 域 の そ れ ぞ れ 一 部 の 地 域 は

十 分 に 補 完 で き る 状 況 で は な い た め 、 こ れ ら の 地 域 で は 一 層 排 出 抑 制 に 取

り 組 む 必 要 が あ る 。

ま た 、 そ の 他 の 建 設 廃 棄 物 に つ い て は 、 特 に 廃 プ ラ ス テ ィ ッ ク 及 び 建 設

混 合 廃 棄 物 は 県 外 搬 出 さ れ る こ と が 多 い こ と か ら 、 一 層 の 排 出 抑 制 に 取 り

組 む こ と が 重 要 で あ る 。
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特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 促 進 の た め の 方 策Ⅲ

１ 地 域 の 状 況 を 踏 ま え た 再 資 源 化 等 の 目 標 等

（ １ ） 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 目 標

本 県 に お け る 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 率 （ 工 事 現 場 か ら 排 出

さ れ た 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 重 量 に 対 す る 再 資 源 化 等 さ れ た も の の 重 量

の 百 分 率 を い う 。 ） は 、 コ ン ク リ ー ト 塊 及 び ア ス フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー

ト 塊 で 高 く 改 善 さ れ て い る 。 そ れ に 比 べ 、 建 設 発 生 木 材 の 再 資 源 化 等 率

は 4 6 ％ で 平 成 ７ 年 度 時 か ら 改 善 さ れ て い な い 。

表 ３ － １ 本 県 の 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 率

種 別 コ ン ク リ ー ト 塊 建 設 発 生 木 材 ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

平 成 1 2 年 度 ９ ９ ％ ４ ６ ％ １ ０ ０ ％

平 成 ７ 年 度 ８ ９ ％ ４ ６ ％ ８ ４ ％

平 成 ２ 年 度 ６ ０ ％ ８ ４ ％ ７ ４ ％

資料）国土交通省「建設副産物実態調査」

本 県 に お け る 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 目 標 は 、 す べ て の 関

係 者 が 再 生 資 源 の 十 分 な 利 用 及 び 廃 棄 物 の 減 量 を で き る だ け 速 や か に 、

か つ 、 着 実 に 実 施 す る こ と が 重 要 で あ る こ と か ら 、 今 後 1 0 年 を 目 途 に 重

点 的 に 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 に 取 り 組 む こ と と し 、 平 成 2 2 年

度 に お け る 再 資 源 化 等 率 は 、 次 表 の 左 欄 に 掲 げ る 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の

種 類 に 応 じ 、 同 表 の 右 欄 に 掲 げ る 率 と す る 。

コ ン ク リ ー ト 塊 ９ ５ ％

建 設 発 生 木 材 ９ ５ ％

ア ス フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー ト 塊 ９ ５ ％

ま た 、 上 位 計 画 に 当 た る 岐 阜 県 環 境 基 本 計 画 （ 平 成 1 3 年 ３ 月 策 定 ） で

は 、 産 業 廃 棄 物 の 減 量 化 ・ 資 源 化 率 を 平 成 1 5 年 度 に 9 3 . 0 ％ と し て お り 、

よ り 積 極 的 な 取 り 組 み が 求 め ら れ て い る と こ ろ で あ る 。

特 に 、 県 事 業 に お い て は 、 再 資 源 化 等 を 先 導 す る 観 点 か ら 、 コ ン ク リ

ー ト 塊 、 建 設 発 生 木 材 及 び ア ス フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー ト 塊 に つ い て 、 平

成 1 7 年 度 ま で に 最 終 処 分 す る 量 を ゼ ロ に す る こ と を 目 指 す こ と と す る 。

な お 、 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 に 関 す る 目 標 に つ い て は 、 建

設 資 材 廃 棄 物 に 関 す る 調 査 の 結 果 、 再 資 源 化 等 に 関 す る 目 標 の 達 成 状 況

及 び 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 等 を 踏 ま え て 必 要 な 見 直 し を 行 う も の と す る 。

（ ２ ） 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 方 向

ア コ ン ク リ ー ト 塊

コ ン ク リ ー ト 塊 に つ い て は 、 破 砕 、 選 別 、 混 合 物 除 去 、 粒 度 調 整 等 を

行 う こ と に よ り 、 再 生 ク ラ ッ シ ャ ー ラ ン 、 再 生 コ ン ク リ ー ト 砂 、 再 生 粒

度 調 整 砕 石 等 （ 以 下 「 再 生 骨 材 等 」 と い う 。 ） と し て 、 道 路 、 駐 車 場 及

び 建 築 物 等 の 敷 地 内 の 舗 装 （ 以 下 「 道 路 等 の 舗 装 」 と い う 。 ） の 路 盤 材 、

建 築 物 等 の 埋 め 戻 し 材 又 は 基 礎 材 、 コ ン ク リ ー ト 用 骨 材 等 に 利 用 す る こ

と を 促 進 す る 。

ま た 、 コ ン ク リ ー ト 塊 の 再 資 源 化 施 設 に つ い て は 、 新 た な 施 設 整 備 と

併 せ て 既 存 施 設 の 効 率 的 な 稼 働 を 推 進 す る た め の 措 置 を 講 ず る よ う 努 め

る 必 要 が あ る 。
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イ 建 設 発 生 木 材

建 設 発 生 木 材 （ 廃 棄 物 処 理 法 で は 「 木 く ず 」 と い う 。 ） に つ い て は 、

そ の ま ま 再 利 用 で き る 品 質 の 良 い 柱 や 梁 な ど は 少 な い こ と か ら 、 チ ッ プ

化 し 、 木 質 ボ ー ド 、 堆 肥 等 の 原 材 料 と し て 利 用 す る こ と を 促 進 す る 。 こ

れ ら の 利 用 が 技 術 的 な 困 難 性 、 環 境 へ の 負 荷 の 程 度 等 の 観 点 か ら 適 切 で

な い 場 合 に は 燃 料 と し て 利 用 す る こ と を 促 進 す る 。

ま た 、 再 資 源 化 の 技 術 開 発 及 び 用 途 開 発 の 動 向 を 踏 ま え つ つ 、 建 設 発

生 木 材 に つ い て は 、 建 設 発 生 木 材 の 再 資 源 化 施 設 等 の 必 要 な 施 設 の 整 備

に つ い て 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

ウ ア ス フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー ト 塊

ア ス フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー ト 塊 に つ い て は 、 破 砕 、 選 別 、 混 合 物 除 去 、

粒 度 調 整 等 を 行 う こ と に よ り 、 再 生 加 熱 ア ス フ ァ ル ト 安 定 処 理 混 合 物 及

び 表 層 基 層 用 再 生 加 熱 ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 （ 以 下 「 再 生 加 熱 ア ス フ ァ ル

ト 混 合 物 」 と い う 。 ） と し て 、 道 路 等 の 舗 装 の 上 層 路 盤 材 、 基 層 用 材 料

又 は 表 層 用 材 料 に 利 用 す る こ と を 促 進 す る 。 ま た 、 再 生 骨 材 等 と し て 、

道 路 等 の 舗 装 の 路 盤 材 、 建 築 物 等 の 埋 め 戻 し 材 又 は 基 礎 材 等 に 利 用 す る

こ と を 促 進 す る 。

加 え て 、 ア ス フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー ト 塊 に 係 る 再 資 源 化 施 設 に つ い て

は 、 新 た な 施 設 整 備 と 併 せ て 既 存 施 設 の 効 率 的 な 稼 働 を 推 進 す る た め の

措 置 を 講 ず る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

（ ３ ） そ の 他 の 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 方 向

特 定 建 設 資 材 以 外 の 建 設 資 材 に つ い て も 、 そ れ が 廃 棄 物 と な っ た 場 合

に 再 資 源 化 等 が 可 能 な も の に つ い て は で き る 限 り 分 別 解 体 等 を 実 施 し 、

そ の 再 資 源 化 等 を 実 施 す る こ と が 望 ま し い 。

ま た 、 そ の 再 資 源 化 等 に つ い て の 経 済 性 の 面 に お け る 制 約 が 小 さ く な

る よ う 、 分 別 解 体 等 の 実 施 、 技 術 開 発 の 推 進 、 収 集 運 搬 方 法 の 検 討 、 効

率 的 な 収 集 運 搬 の 実 施 、 必 要 な 施 設 の 整 備 等 に つ い て 関 係 者 に よ る 積 極

的 な 取 組 が 行 わ れ る こ と が 必 要 で あ る 。

ア 廃 プ ラ ス チ ッ ク

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 は 、 建 設 工 事 に 使 用 さ れ る 量 が 多 い こ と か ら 、 建 築

物 の 解 体 の 急 増 に 伴 い 、 廃 プ ラ ス チ ッ ク （ プ ラ ス チ ッ ク 製 品 が 廃 棄 物 と

な っ た も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 発 生 が 急 増 す る と 予 想 さ れ て お り 、

廃 プ ラ ス チ ッ ク の 再 資 源 化 を 促 進 す る 必 要 が あ る 。 他 方 、 廃 プ ラ ス チ ッ

ク は 種 類 が 多 く 分 別 が 難 し い こ と 、 分 別 が 的 確 に 行 わ れ な い と 再 資 源 化

が 困 難 と さ れ て い る こ と か ら 、 廃 プ ラ ス チ ッ ク の 再 資 源 化 に つ い て は 、

経 済 性 の 面 に お け る 制 約 が 小 さ く な る よ う 、 今 後 関 係 者 に よ る 積 極 的 な

取 組 が 行 わ れ る こ と が 重 要 で あ る 。

ま た 、 建 設 資 材 と し て 使 用 さ れ る 塩 化 ビ ニ ル 管 ・ 継 手 等 に つ い て は 、

こ れ ら の 製 造 に 携 わ る 者 に よ る リ サ イ ク ル の 取 組 が 行 わ れ 始 め て い る た

め 、 関 係 者 は で き る 限 り こ の 取 組 に 協 力 す る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

イ 廃 石 膏 ボ ー ド

石 膏 ボ ー ド は 、 高 度 成 長 期 以 降 建 築 物 の 内 装 材 と し て 広 く 利 用 さ れ て

お り 、 建 築 物 の 解 体 の 急 増 に 伴 い 、 廃 石 膏 ボ ー ド （ 石 膏 ボ ー ド が 廃 棄 物

と な っ た も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 発 生 が 急 増 す る と 予 想 さ れ る 。 一

方 、 紙 と 分 離 し た 石 膏 ボ ー ド は 安 定 型 最 終 処 分 場 で 埋 立 処 分 す る こ と が

で き る が 、 紙 が 付 着 し た も の は 管 理 型 最 終 処 分 場 で 埋 立 処 分 し な け れ ば

な ら な い た め 、 ひ っ 迫 が 特 に 著 し い 管 理 型 最 終 処 分 場 の 状 況 を 勘 案 す る

と 、 そ の 再 資 源 化 を 促 進 す る 必 要 が あ る 。 こ の た め 、 廃 石 膏 ボ ー ド の 再

資 源 化 に つ い て 、 経 済 性 の 面 に お け る 制 約 が 小 さ く な る よ う 、 関 係 者 に
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よ る 積 極 的 な 取 組 が 行 わ れ る こ と が 重 要 で あ る 。

ま た 、 石 膏 ボ ー ド の 製 造 に 携 わ る 者 に よ り 新 築 工 事 の 工 事 現 場 か ら 排

出 さ れ る 廃 石 膏 ボ ー ド の 収 集 、 運 搬 及 び 再 利 用 に 向 け た 取 組 が 行 わ れ て

い る た め 、 関 係 者 は で き る 限 り こ の 取 組 に 協 力 す る よ う 努 め る 必 要 が あ

る。

な お 、 廃 石 膏 ボ ー ド は 年 間 約 1 6 7 万 ｔ 排 出 さ れ 、 こ の う ち 3 0 ～ 4 0 万 ｔ

が 新 築 工 事 に 伴 い 発 生 す る 端 材 、 残 り が 改 修 ・ 解 体 工 事 に 伴 い 発 生 す る

が 、 そ の ２ 割 程 度 に 石 綿 吸 音 板 が 接 着 さ れ て い る な ど 不 純 物 が 混 入 し や

す い 課 題 が あ る 。 再 資 源 化 用 途 と し て は 、 土 壌 改 良 材 や セ メ ン ト 原 料 、

汚 泥 の 中 性 固 化 材 の 原 料 等 が あ る が 、 さ ら な る 技 術 開 発 が 重 要 で あ る 。

（ ４ ） 建 設 資 材 廃 棄 物 の 適 正 な 処 理 の 方 向

再 資 源 化 等 が 困 難 な 建 設 資 材 を 最 終 処 分 す る 場 合 は 、 廃 棄 物 処 理 法 に

基 づ き 適 正 に 処 理 す る 必 要 が あ る が 、 安 定 型 処 分 品 目 （ 環 境 に 影 響 を 及

ぼ す お そ れ の 少 な い 産 業 廃 棄 物 を い う 。 ） に つ い て は 管 理 型 処 分 品 目

（ 環 境 に 影 響 を 及 ぼ す お そ れ の あ る 産 業 廃 棄 物 ） の 廃 棄 物 が 混 入 し な い

よ う 分 別 し た 上 で 安 定 型 最 終 処 分 場 で 処 分 し 、 管 理 型 最 終 処 分 場 で 処 分

す る 量 を 減 ら す よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

ア 建 設 混 合 廃 棄 物

建 設 混 合 廃 棄 物 は 、 一 般 に 数 種 類 の 廃 棄 物 、 特 に 安 定 型 処 分 品 目 と 管

理 型 処 分 品 目 が 混 合 し た も の を い う が 、 原 則 と し て 選 別 施 設 で 選 別 し 、

再 資 源 化 又 は 縮 減 を 図 る と と も に 、 適 正 な 埋 立 処 分 を 行 う よ う 努 め る こ

と が 必 要 で あ る 。

ま た 、 管 理 型 最 終 処 分 場 の 状 況 を 勘 案 し て 、 選 別 施 設 の 整 備 に つ い て

必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

イ 廃 畳

廃 畳 は 、 肥 料 化 あ る い は 熱 回 収 す る 以 外 に 再 資 源 化 用 途 が 乏 し い が 、

近 年 、 稲 わ ら 畳 床 と い ぐ さ 畳 表 に 代 わ り 、 建 材 畳 床 （ ポ リ ス チ レ ン 、 フ

ァ イ バ ー 等 ） や 化 学 繊 維 畳 表 が 増 加 し て お り 、 こ れ ら の 肥 料 化 は 困 難 で

あ る こ と か ら 、 適 正 に 焼 却 し 、 燃 え が ら に つ い て も 適 正 な 埋 立 処 分 を 行

う 必 要 が あ る 。

ウ 廃 瓦

廃 瓦 は 、 分 別 後 安 定 型 最 終 処 分 場 で 埋 立 処 分 を 行 う こ と が 一 般 的 で あ

る 。 再 資 源 化 用 途 と し て 再 生 瓦 と す る 技 術 が 確 立 さ れ て い る が 、 県 内 の

減 量 化 施 設 は 極 め て 限 定 さ れ る な ど の 課 題 が あ る 。

エ 有 害 物 質

建 設 資 材 廃 棄 物 の 処 理 等 の 過 程 に お い て 、 フ ロ ン 類 及 び 非 飛 散 性 ア ス

ベ ス ト 等 の 取 り 扱 い に は 十 分 注 意 し 、 可 能 な 限 り 大 気 中 へ の 拡 散 又 は 飛

散 を 防 止 す る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

ま た 、 防 腐 ・ 防 蟻 の た め に 木 材 に Ｃ Ｃ Ａ （ ク ロ ム 、 銅 及 び ヒ 素 化 合 物

系 木 材 防 腐 材 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 注 入 し た 部 分 （ 以 下 「 Ｃ Ｃ Ａ 処 理

木 材 」 と い う 。 ） に つ い て は 、 不 適 正 な 焼 却 を 行 っ た 場 合 に ヒ 素 を 含 む

有 毒 ガ ス が 発 生 す る ほ か 、 焼 却 灰 に 有 害 物 で あ る 六 価 ク ロ ム 及 び ヒ 素 が

含 ま れ る こ と と な る 。 こ の た め 、 Ｃ Ｃ Ａ 処 理 木 材 に つ い て は 、 そ れ 以 外

の 部 分 と 分 離 ・ 分 別 し 、 そ れ が 困 難 な 場 合 に は 、 Ｃ Ｃ Ａ が 注 入 さ れ て い

る 可 能 性 の あ る 部 分 を 含 め て こ れ を す べ て Ｃ Ｃ Ａ 処 理 木 材 と し て 焼 却 又

は 埋 立 を 適 正 に 行 う 必 要 が あ る 。 ま た 、 こ の 施 設 の 整 備 等 に つ い て 関 係

者 に よ る 取 組 が 行 わ れ る こ と が 必 要 で あ る 。

Ｐ Ｃ Ｂ を 含 有 す る 電 気 機 器 等 に つ い て も 、 こ れ ら を 建 築 物 等 の 内 部 に

残 置 し な い よ う に す る 必 要 が あ る た め 、 建 築 物 等 の 解 体 に 先 立 ち 、 こ れ

ら は 撤 去 さ れ 、 廃 棄 物 処 理 法 に 従 っ て 適 切 に 措 置 さ れ な け れ ば な ら な い 。



- 36 -

２ 再 資 源 化 施 設 の 立 地 を 特 に 促 進 す べ き 地 域

本 県 に お け る 建 設 資 材 廃 棄 物 は 、 先 に 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 発 生 量 の 見

込 み （ Ⅰ － ２ － ( ３ ) ） で み た よ う に 、 近 い 将 来 急 増 す る も の と 推 計 さ れ る

た め 、 再 資 源 化 施 設 の 新 規 整 備 及 び 既 存 施 設 の 効 率 的 稼 働 を 推 進 す る 措 置

を 講 ず る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

種 類 別 に み る と 、 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の う ち 、 コ ン ク リ ー ト 塊 及 び ア ス

フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー ト 塊 に つ い て は 再 資 源 化 施 設 の 整 備 が 進 み 、 県 全 域

を 網 羅 で き る 状 況 に あ る 。

建 設 発 生 木 材 に つ い て は 、 再 資 源 化 施 設 の 整 備 が 相 当 程 度 進 み 県 下 の 大

半 の 地 域 を 網 羅 し て い る が 、 未 だ 施 設 数 及 び 処 理 能 力 が 限 ら れ る 地 域 や 再

資 源 化 施 設 ま で の 距 離 が 相 当 程 度 あ り 運 搬 費 が 増 嵩 す る と 予 想 さ れ る 地 域

が あ り 、 県 全 域 を 十 分 に 補 完 で き る 状 況 で は な い 。 特 に 、 再 資 源 化 施 設 の

立 地 を 促 進 す べ き 地 域 と し て 、 中 濃 地 域 、 郡 上 地 域 、 中 津 川 恵 那 地 域 及 び

飛 騨 地 域 の う ち そ れ ぞ れ 一 部 の 地 域 が あ げ ら れ る 。
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再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 の 利 用 の 促 進 の た め の 方 策Ⅳ

１ 基 本 的 な 考 え 方

特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 を 促 進 す る た め に は 、 そ の 再 資 源 化 に よ

り 得 ら れ た 物 を 積 極 的 に 利 用 し て い く こ と が 不 可 欠 で あ る こ と か ら 、 関 係

者 の 連 携 の 下 で 、 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 に 係 る

需 要 の 創 出 及 び 拡 大 に 積 極 的 に 取 り 組 む 必 要 が あ る 。

ま た 、 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 の 利 用 に 当 た っ

て は 、 必 要 な 品 質 が 確 保 さ れ て い る こ と 並 び に 環 境 に 対 す る 安 全 性 及 び 自

然 環 境 の 保 全 に 配 慮 す る こ と が 重 要 で あ る 。

２ 関 係 者 の 役 割

（ １ ） 建 設 資 材 の 製 造 に 携 わ る 者

建 設 資 材 の 製 造 に 携 わ る 者 は 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ

た 物 を で き る 限 り 多 く 含 む 建 設 資 材 の 開 発 及 び 製 造 に 努 め る 必 要 が あ る 。

（ ２ ） 建 築 物 等 の 設 計 に 携 わ る 者

建 築 物 等 の 設 計 に 携 わ る 者 は 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ

た 建 設 資 材 を で き る 限 り 利 用 し た 設 計 に 努 め る 必 要 が あ る 。 ま た 、 こ の よ

う な 建 設 資 材 の 利 用 に つ い て 、 発 注 し よ う と す る 者 の 理 解 を 得 る よ う 努 め

る 必 要 が あ る 。

（ ３ ） 建 設 工 事 を 施 工 す る 者

建 設 工 事 を 施 行 す る 者 は 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 建

設 資 材 を で き る 限 り 利 用 す る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。 ま た 、 こ れ を 利 用 す

る こ と に つ い て の 発 注 者 の 理 解 を 得 る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。

（ ４ ） 建 設 資 材 廃 棄 物 の 処 理 を 行 う 者

建 設 資 材 廃 棄 物 の 処 理 を 行 う 者 は 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ り 得

ら れ た 物 の 品 質 の 安 定 及 び 安 全 性 の 確 保 に 努 め る 必 要 が あ る 。

（ ５ ） 県

県 は 、 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 の 利 用 の 促 進 の た め

に 必 要 と な る 調 査 、 情 報 提 供 及 び 普 及 啓 発 に 努 め る ほ か 、 建 設 資 材 廃 棄 物

の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 を 率 先 し て 利 用 す る よ う 努 め る こ と と す る 。

（ ６ ） 市 町 村

市 町 村 は 、 国 及 び 県 の 施 策 と 相 ま っ て 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 努 め る 必

要 が あ る 。

３ 公 共 事 業 に お け る 利 用 の 目 標

県 事 業 に お い て は 、 国 等 に よ る 環 境 物 品 等 の 調 達 の 推 進 等 に 関 す る 法 律

（ 平 成 1 2 年 法 律 第 1 0 0 号 。 「 グ リ ー ン 購 入 法 」 と い う 。 ） の 趣 旨 を 踏 ま注 ）

え 、 民 間 の 具 体 的 な 取 組 の 先 導 的 役 割 を 担 う こ と が 重 要 で あ る こ と か ら 、

特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 を 率 先 し て 利 用 す る も の

と す る 。

具 体 的 に は 、 道 路 等 の 舗 装 の 路 盤 材 又 は 建 築 物 等 の 埋 め 戻 し 材 若 し く は

基 礎 材 の 調 達 に 当 た っ て は 、 工 事 現 場 で 発 生 す る 副 産 物 の 利 用 が 優 先 さ れ

る 場 合 を 除 き 、 当 該 現 場 か ら 4 0 キ ロ メ ー ト ル の 範 囲 内 で コ ン ク リ ー ト 塊 又

は ア ス フ ァ ル ト ・ コ ン ク リ ー ト 塊 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 再 生 骨 材 等 が

入 手 で き る 場 合 は 、 利 用 さ れ る 用 途 に 要 求 さ れ る 品 質 等 を 考 慮 し た 上 で 、

経 済 性 に か か わ ら ず こ れ を 利 用 す る こ と を 原 則 と す る な ど の 方 策 を 講 ず る

こ と と す る 。

道 路 等 の 舗 装 の 基 層 用 材 料 、 表 層 用 材 料 及 び 上 層 路 盤 材 の 調 達 に 当 た っ

て は 、 工 事 現 場 で 発 生 す る 副 産 物 の 利 用 が 優 先 さ れ る 場 合 を 除 き 、 当 該 現
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場 か ら 4 0 キ ロ メ ー ト ル 及 び 運 搬 時 間 1 . 5 時 間 の 範 囲 内 で ア ス フ ァ ル ト ・ コ

ン ク リ ー ト 塊 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 再 生 加 熱 ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 が 入

手 で き る 場 合 は 、 利 用 さ れ る 用 途 に 要 求 さ れ る 品 質 等 を 考 慮 し た 上 で 、 経

済 性 に か か わ ら ず こ れ を 利 用 す る こ と を 原 則 と す る な ど の 方 策 を 講 ず る こ

と と す る 。

木 質 コ ン ク リ ー ト 型 枠 材 に つ い て は 、 再 生 木 質 ボ ー ド を 製 造 す る 施 設 の

立 地 状 況 及 び 生 産 能 力 並 び に 利 用 さ れ る 用 途 に 要 求 さ れ る 品 質 等 を 考 慮 し

て 再 生 木 質 ボ ー ド の 利 用 を 促 進 す る こ と と し 、 モ デ ル 工 事 等 を 通 じ て 施 工

性 、 経 済 性 等 の 適 用 性 の 検 討 を 行 い 、 こ れ を 踏 ま え て 利 用 量 の 増 大 に 努 め

る 。

ま た 、 法 面 の 緑 化 材 、 雑 草 防 止 材 等 に つ い て も 、 利 用 さ れ る 用 途 に 要 求

さ れ る 品 質 等 を 考 慮 し て 、 再 生 木 質 マ ル チ ン グ 材 等 の 利 用 を 促 進 す る こ と

と し 、 モ デ ル 工 事 等 を 通 じ て 施 工 性 、 経 済 性 等 の 適 用 性 の 検 討 を 行 い 、 こ

れ を 踏 ま え 利 用 量 の 増 大 に 努 め る 。

さ ら に 、 そ の 他 の 用 途 に つ い て も 、 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ

り 得 ら れ た 物 の 利 用 の 促 進 が 図 ら れ る よ う 積 極 的 な 取 組 を 行 う 必 要 が あ る 。

な お 、 県 事 業 以 外 の 公 共 事 業 に お い て も 、 県 事 業 に お け る 特 定 建 設 資 材

廃 棄 物 の 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 の 利 用 の 促 進 の た め の 方 策 に 準 じ て 取

組 を 行 う 必 要 が あ る 。

注）グリーン購入法は、国等の公共部門における環境負荷の少ない物品・役務の調達の推

進や情報提供の充実を制度化したもので、地方公共団体にも努力義務が課されている。

また、特に重点的に調達を推進すべき特定調達品目のうちに「公共工事」が選定され、

資材・建設工事について１１品目が指定されているところである。

４ 地 域 の 産 業 に お け る 利 用 の 方 向

本 県 に お い て は 、 県 内 で 発 生 す る 廃 棄 物 を 使 用 し 県 内 で 製 造 さ れ る リ サ

イ ク ル 製 品 を 「 岐 阜 県 廃 棄 物 リ サ イ ク ル 認 定 製 品 （ 平 成 ９ 年 ６ 月 制 定 ） 」

と し て 認 定 （ 平 成 1 2 年 度 末 現 在 4 4 社 6 0 製 品 ） し 、 県 事 業 に お い て 優 先 利

用 す る と と も に 、 市 町 村 や 事 業 者 に も 利 用 を 呼 び か け て い る 。 今 後 は 、 さ

ら に 認 定 製 品 を 増 や す と と も に 、 製 品 の 利 用 拡 大 を 促 進 す る よ う 必 要 な 措

置 を 講 ず る こ と と す る 。

ま た 、 廃 棄 物 の 発 生 抑 制 、 再 利 用 、 再 生 利 用 に つ い て 、 県 民 や 事 業 者 、

行 政 の そ れ ぞ れ 自 主 的 か つ 積 極 的 な 取 組 を 促 進 す る た め 「 岐 阜 県 循 環 型 社

会 形 成 推 進 協 議 会 （ 平 成 1 3 年 ８ 月 設 置 ） 」 を 設 け 、 連 携 し て 新 し い 循 環 シ

ス テ ム の 検 討 を 行 う な ど 、 各 界 各 層 が 協 働 し て 循 環 型 社 会 を 実 現 で き る よ

う 必 要 な 措 置 を 講 ず る こ と が 重 要 で あ る 。
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分 別 解 体 等 、 再 資 源 化 等 及 び 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 の 利 用 の 意 義 に 関 すⅤ

る 知 識 の 普 及

１ 地 域 で の 学 校 ・ 社 会 教 育 に お け る 普 及 方 策

2 1 世 紀 は 環 境 の 世 紀 と 呼 ば れ る ほ ど 、 現 在 、 環 境 に 対 す る 関 心 は 高 ま っ

て い る 。 地 球 温 暖 化 、 オ ゾ ン 層 の 破 壊 、 酸 性 雨 、 ダ イ オ キ シ ン 、 Ｐ Ｃ Ｂ な

ど 深 刻 な 問 題 を 解 決 し て い く に は 、 社 会 や 経 済 の 仕 組 み を 変 革 す る ほ か は

な く 、 そ の た め に は 県 民 一 人 ひ と り が 日 常 の 行 動 と 環 境 と の 関 係 に 理 解 と

認 識 を 深 め 、 自 ら の 生 活 行 動 を 見 直 し 、 環 境 に 配 慮 し た ラ イ フ ス タ イ ル が

定 着 し て い く よ う に す る こ と が 重 要 で あ る 。

こ の た め 、 本 県 に お い て は 、 岐 阜 県 環 境 教 育 基 本 方 針 （ 平 成 ４ 年 度 策

定 ） に 基 づ き 、 市 町 村 及 び 関 係 機 関 と 協 力 し て 、 学 校 、 地 域 、 家 庭 等 そ れ

ぞ れ の 場 に お け る 環 境 教 育 ・ 環 境 学 習 を 促 進 し て き た 。 今 後 と も 、 他 の 環

境 問 題 と と も に 、 環 境 の 保 全 に 資 す る も の と し て 分 別 解 体 等 、 再 資 源 化 等

及 び 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 の 利 用 の 促 進 に つ い て 、 環 境 教 育 ・ 環 境 学

習 の 中 で そ の 意 義 を 広 め 、 理 解 を 深 め る こ と が で き る よ う 必 要 な 措 置 を 講

ず る よ う 努 め る も の と す る 。

２ 地 域 で の 広 報 ・ 啓 発 活 動 に 関 す る 方 策

分 別 解 体 等 、 再 資 源 化 等 及 び 再 資 源 化 に よ り 得 ら れ た 物 の 利 用 の 促 進 の

意 義 に 関 す る 知 識 に つ い て 、 広 く 県 民 に 情 報 提 供 す る こ と が 重 要 で 、 新 聞 、

テ レ ビ 、 ラ ジ オ 、 県 及 び 市 町 村 の 広 報 誌 等 各 種 媒 体 を 活 用 し 、 地 域 の 婦 人

会 連 合 会 等 の 市 民 組 織 の 協 力 を 得 る な ど に よ り 広 報 ・ 啓 発 に 努 め る 必 要 が

あ る 。

ま た 、 特 定 建 設 資 材 に 係 る 分 別 解 体 等 及 び 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 の 再 資 源

化 等 に お い て は 、 実 施 義 務 を 負 う 者 が 当 該 義 務 を 確 実 に 履 行 す る こ と が 重

要 で あ り 、 特 に 、 こ の 義 務 を 適 正 に 実 施 す る た め に は 、 分 別 解 体 等 及 び 再

資 源 化 等 に 要 す る 費 用 が 、 発 注 者 及 び 受 注 者 間 で 適 正 に 負 担 さ れ る こ と が

必 要 で あ る 。

こ の た め 、 県 は 、 発 注 者 及 び 受 注 者 が 分 別 解 体 等 及 び 再 資 源 化 等 の 義 務

を 理 解 し 、 こ の 義 務 を 適 正 に 果 た す こ と が で き る よ う 、 関 係 機 関 及 び 関 係

団 体 等 と 連 携 し 、 講 習 会 の 実 施 や 資 料 の 提 供 等 を 行 い 正 し い 知 識 の 普 及 が

図 ら れ る よ う 努 め る 必 要 が あ る 。


